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はじめに 
 
健康医療部では、府民の医療・健康・いのちに関わるセーフティネットの構築

に向け、第８次大阪府医療計画をはじめとする関係計画等に沿って、地域医療の

充実確保、健康づくりの推進、地域保健・感染症対策、国民健康保険財政の安定

的な運営、医薬品・食品・水等の安全性確保等の健康医療の各分野で、多岐にわ

たる課題に対応するための施策に取り組んでいます。 
 
今年度は万博開催や健康医療分野の DX 化を見据えた取り組み強化に努めつ
つ、特に、「災害対応力の強化と今後の感染症によるパンデミックに備えた取組

強化」「地域医療の充実とギャンブル等依存症をはじめとするこころの健康問題

への対応強化」「万博開催のインパクトを活かした健康寿命の延伸と保健ガバナ

ンスの強化」「日常生活を支える公衆衛生の向上」の４項目について、重点的に

取り組みます。 
 
「災害対応力の強化と今後の感染症によるパンデミックに備えた取組強化」

では、近年の災害発生状況等を踏まえた災害医療体制の強化に取り組むととも

に、大阪府新型インフルエンザ等対策行動計画の改定や医療機関等との協定締

結の促進など、今後の感染症パンデミックに向けた対応力の強化に取り組みま

す。あわせて、大阪・関西万博の開催に向け、様々なリスクに対応できる感染症

対策を実施します。 
「地域医療の充実とギャンブル等依存症をはじめとするこころの健康問題へ

の対応強化」では、地域医療構想の推進や医師の働き方改革の取組み支援、救急

災害医療の推進に加え、万博開催に向けた医療機関との協力体制の構築等によ

り、地域医療の充実を図ります。また、ギャンブル等依存症、アルコール依存症

や自殺にかかる対策をすすめ、こころの健康問題への対応を強化します。 
「万博開催のインパクトを活かした健康寿命の延伸と保健ガバナンスの強化」

では、「健活 10」を軸とした健康づくり活動の普及啓発に加え、大阪・関西万博
の開催に向け、「健活 10ソング」や「健活ダンス」など、府民の主体的な健康づ
くりの取組みを推進します。あわせて、市町村保健事業の支援強化を行うととも

に、医療費の適正化にも取り組むことで、保険財政の安定的運営を図ります。 
「日常生活を支える公衆衛生の向上」では、広域化等による水道事業の基盤強

化や水道施設等の更新・耐震化の促進、医薬品や医療機器の適正使用及び薬物乱

用防止啓発の推進、調剤業務委託に係る国家戦略特区計画に基づく事業の円滑

な実施、食品や生活衛生関係施設への監視指導等を通じて、公衆衛生の向上を目

指します。 
 
これらの取組みにより、府民の健康といのちを守る健康医療分野における各

施策を総合的に推進してまいります。 
 

健康医療部長   
西野 誠  



令和６年度 健康医療行政の概要 目次 

はじめに 

健康医療部組織図  ··························································· １ 

健康医療部各所属職種別現員表  ··············································· ２ 

健康医療部各所属の事務分掌  ················································· ３ 

令和６年度健康医療部予算の概要  ············································· ６ 

附属機関  ································································· １０ 

大阪府保健所と関係施設位置図  ············································· １４ 

◎事業の概要 

◆ 部局運営方針  ··························································· １５ 

◆ 健康医療総務課 

１ 厚生統計等調査の実施  ················································· １６ 

２ 保健所の運営  ························································· １６ 

３ 地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所の運営  ························· １７ 

４ 旧大阪府立公衆衛生研究所跡地の処分  ··································· １７ 

５ 旧大阪府立成人病センター跡地の処分  ··································· １７ 

◆ 保健医療室 保健医療企画課 

１ 府域における医療提供体制の構築  ······································· １８ 

２ 在宅医療の推進  ······················································· ２０ 

３ 医療安全の確保  ······················································· ２１ 

４ 地方独立行政法人大阪府立病院機構の運営等  ····························· ２２ 

◆ 保健医療室 医療対策課 

１ 医療従事者の確保  ····················································· ２４ 

２ 救急医療体制の整備  ··················································· ２６ 

３ 災害医療体制の整備  ··················································· ２９ 

４ 脳卒中、心臓病その他の循環器病対策の推進  ····························· ３１ 

５ 献血の推進  ··························································· ３１ 

◆ 保健医療室 地域保健課 

１ 難病対策の推進  ······················································· ３２ 

２ 精神保健・医療の推進  ················································· ３３ 

３ 母子保健・医療の推進  ················································· ３４ 

４ 原爆被爆者の援護  ····················································· ３７ 

５ ハンセン病対策の推進  ················································· ３７ 



６ こころの健康総合センターの運営  ······································· ３７ 

７ アレルギー疾患対策の推進  ············································· ３７ 

８ 臓器移植対策の推進  ··················································· ３８ 

◆ 保健医療室 感染症対策課 

１ 感染症対策の推進 ······················································· ３９ 

２ 結核対策の推進  ······················································· ４３ 

◆ 健康推進室 健康づくり課 

１ 大阪府健康づくり推進条例及び大阪府受動喫煙防止条例並びに健康づくり４計画 

の推進  ······························································· ４５ 

２ おおさか健活10推進プロジェクトをはじめとする健康づくり  ··············· ４５ 

３ がん対策の推進  ······················································· ４６ 

４ 生活習慣病の予防、早期発見、重症化予防対策の推進  ····················· ４８ 

５ 歯科保健対策の推進  ··················································· ４９ 

６ 栄養施策の推進  ······················································· ５０ 

◆ 健康推進室 国民健康保険課 

１ 国民健康保険事業の運営  ··············································· ５２ 

２ 後期高齢者医療制度の安定化  ··········································· ５４ 

３ 国民健康保険審査会及び後期高齢者医療審査会の運営  ····················· ５４ 

４ 保険医療機関等への関係規則等の周知  ··································· ５５ 

５ 医療費適正化計画の推進  ··············································· ５５ 

◆ 生活衛生室 環境衛生課 

１ 水道等の整備の推進  ··················································· ５６ 

２ 環境衛生施設における衛生の確保  ······································· ５６ 

３ 生活環境における衛生の確保  ··········································· ５８ 

４ 環境保健業務の実施  ··················································· ５８ 

◆ 生活衛生室 薬務課 

１ 医薬品・医療機器等の安全確保  ········································· ６０ 

２ 覚醒剤及び危険ドラッグ等薬物乱用防止対策  ····························· ６１ 

◆ 生活衛生室 食の安全推進課 

１ 食品の安全対策の推進  ················································· ６２ 

２ 食品による危害への対応  ··············································· ６４ 

３ 食品表示の適正化の推進  ··············································· ６４ 

◎参考資料 

 



健康医療部組織図

食の安全推進課

総務・歯科・栄養グループ

生活習慣病・がん対策グループ

事業推進グループ

保健所

　池田、茨木、守口、

　四條畷、藤井寺、富田林、

　和泉、岸和田、泉佐野

企画グループ

保 健 医 療 室

人事グループ

麻薬毒劇物グループ

健 康 推 進 室

令和６年４月１日

保 健 医 療 企 画 課

医 療 対 策 課

地 域 保 健 課

健 康 づ く り 課

健 康 医 療 総 務 課

感 染 症 対 策 課

監察医事務所

総務・予算グループ

保健所・事業推進グループ

生活衛生グループ

水道グループ

衛生指導グループ

総務・企画グループ

医療指導グループ

疾病対策・援護グループ

財務企画グループ

企画・データヘルス推進グループ

難病認定グループ

母子グループ

救急・災害医療グループ

精神保健グループ

事業推進グループ

防疫グループ

企画調整グループ こころの健康総合センター

医療人材確保グループ

計画推進グループ

在宅医療推進グループ

医事グループ

病院事業グループ

国民健康保険課

薬務企画グループ

医薬品流通グループ

依存症対策グループ

計画調整グループ

製造調査グループ

製造審査グループ

環 境 衛 生 課

薬 務 課

羽曳野食肉衛生検査所生 活 衛 生 室

業務グループ

食品安全グループ

監視指導グループ

食品表示グループ
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健康医療部各所属の事務分掌 
課 名 分 掌 事 務 

健康医療総務課 １ 部の行政の総合企画及び調整に関すること｡ 

２ 部の予算に関すること（他課分掌のものを除く｡）｡ 

３ 部の職員の人事、給与、厚生福利及び服務に関すること（他課分掌のもの

を除く｡）｡ 

４ 部の組織及び定数に関すること｡ 

５ 部の行政運営の管理に関すること｡ 

６ 部の広報及び広聴に関すること｡ 

７ 部の統計調査に関すること｡ 

８ 保健所の事務の調整に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

９ 地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所に関すること。 

10 部中他課の主管に属しないこと｡ 

保健医療室  

 

 

 

 

保健医療企画課 １ 保健及び医療の連携に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

２ 医療計画・地域医療構想に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

３ 地域医療介護総合確保基金に関すること。 

４ 在宅医療に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

５ 医療法の施行に関すること。 

６ あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律及び柔道整復

師法の施行に関すること。 

７ 死体解剖保存法に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

８ 死因究明等推進基本法の施行に関すること。 

９ 監察医事務所に関すること。 

10 地方独立行政法人大阪府立病院機構に関すること（他課分掌のものを除

く。）。 

医療対策課 １ 医師及び看護職員の確保対策に関すること。 

２ 医師、歯科医師等医療従事者に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

３ 救急医療及び災害医療体制の整備に関すること。 

４ 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に関すること。 

５ 献血の推進に関すること｡ 

６ 脳卒中、心臓病その他の循環器病対策に関すること。 

 地域保健課 １ 地域保健に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

２ スモン等特定の疾患に関する対策に関すること。 

３ アレルギー疾患対策基本法の施行に関すること（他課分掌のものを除

く。）。 

４ 難病の患者に対する医療等に関する法律の施行に関すること。 

５ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の施行に関する事項のうち保健

及び医療に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

６ 自殺対策基本法の施行に関すること。 

７ アルコール健康障害対策基本法の施行に関すること。 

８ ギャンブル等依存症対策基本法及び大阪府ギャンブル等依存症対策基本条

例の施行に関すること。 

９ 原子爆弾被爆者の医療等に関すること。 

10 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律の施行に関すること。 

11 母子保健に関すること。 

12 こころの健康総合センターに関すること。 
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 感染症対策課 
 

１ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に関する

こと（他課分掌のものを除く。）。 

２ 予防接種法の施行に関すること。 

３ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行に関すること（他課分掌のも

のを除く。）。 

４ 臨床検査技師等に関する法律の施行に関すること。 

健康推進室  

  健康づくり課 １ 健康増進法及び大阪府健康づくり推進条例に基づく生活習慣病の予防及び

健康づくりに関すること。 

２ 大阪府受動喫煙防止条例及び大阪府子どもの受動喫煙防止条例の施行に関

すること。 

３ 健康増進法及び食育基本法に基づく食育の推進及び栄養の指導に関するこ

と。 

４ 栄養士法の施行に関すること。 

５ 歯科口腔保健の推進に関する法律の施行に関すること（他課分掌のものを

除く。）。 

６ 障がい者の歯科診療に関すること。 

７ 歯科衛生士法及び歯科技工士法の施行に関すること。 

８ 大阪府がん対策推進条例に基づくがん対策の推進に関すること（他課分掌

のものを除く。）。 

９ がん登録等の推進に関する法律に基づくがん登録の推進に関すること。 

10 肝炎・肝がん対策に関すること。 

11 大阪府がん対策基金に関すること。 

 国民健康保険課 １ 国民健康保険制度・後期高齢者医療制度に関すること。 

２ 国民健康保険団体連合会に関すること。 

３ 国民健康保険組合に関すること。 

４ 医療費適正化計画に関すること。 

５ 国民健康保険特別会計の運営に関すること。 

６ 国民健康保険・後期高齢者医療制度の審査請求に関すること。 

７ 国民健康保険給付点検に関すること。 

８ 保険医療機関及び保険薬局並びに柔道整復、はり、きゅう及びあん摩・マ

ッサージの施術療養費に係る施術師の指導・監査に関すること。 

９ 国保診療報酬審査委員会委員・柔整療養費等審査委員会委員の委嘱に関す

ること。 
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生活衛生室  

 環境衛生課 １ 水道法及び大阪府特設水道条例の施行に関すること｡ 

２ 理容師法、美容師法、旅館業法、興行場法、クリーニング業法、公衆浴場

法、温泉法及び大阪府遊泳場条例の施行に関すること｡ 

３ 大阪府国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業に関する条例の施行に関

すること。 

４ 住宅宿泊事業法の規定による住宅宿泊事業に係る届出の受理及び同法の監

督に関すること。 

５ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の施行に関するこ

と（他課分掌のものを除く。）｡ 

６ 墓地、埋葬等に関する法律の施行に関すること｡ 

７ 化製場等に関する法律の施行に関すること｡ 

８ 大阪府産汚物等取締条例の施行に関すること｡ 

９ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の施行に関すること｡ 

10 下水道終末処理場の維持管理の指導監督に関すること｡ 

11 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律の施行に関すること｡ 

12 一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設及びごみの最終処分場を除く。）に関

すること｡ 

13 浄化槽法の施行に関すること（他課分掌のものを除く。）｡ 

14 指定地域特定施設に関すること。 

15 公害の健康影響調査に関すること｡ 

16 大阪広域水道企業団に関すること（他課分掌のものを除く。）。 

 薬務課 １ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律及び

薬剤師法の施行に関すること（他課分掌のものを除く。）｡ 

２ 毒物及び劇物取締法の施行に関すること｡ 

３ 覚醒剤取締法の施行に関すること｡ 

４ 麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法及びあへん法の施行に関すること｡ 

５ 大阪府薬物の濫用の防止に関する条例の施行に関すること。 

６ 医薬品の適正使用に関すること｡ 

 食の安全推進課 １ 食品衛生法の施行に関すること｡ 

２ 食に係る安全及び安心の確保に関する施策の調整に関すること。 

３ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の施行に関するこ

と（他課分掌のものを除く。）｡ 

４ 調理師法及び製菓衛生師法の施行に関すること。 

５ と畜場法の施行に関すること｡ 

６ 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の施行に関すること｡ 

７ 食品表示法の施行に関すること。 

８ 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律の施行に関すること。 

９ 羽曳野食肉衛生検査所に関すること｡ 

 
 



 令和６年度健康医療部予算の概要
　 １．健康医療部当初予算額推移表

千円 千円 ％ 千円 ％
6 年 度 3,197,152,148 346,061,283 10.8 ▲ 328,868,288 ▲ 48.7

5 年 度 3,642,079,301 674,929,571 18.5 7,020,137 1.1
4 年 度 3,779,801,328 667,909,434 17.7 194,464,196 41.1
3 年 度 3,508,579,364 473,445,238 13.5 186,887,882 65.2
2 年 度 2,636,765,819 286,557,356 10.9 3,676,652 1.3
元 年 度 2,598,448,940 282,880,704 10.9 858,751 0.3
30 年 度 2,554,266,957 282,021,953 11.0 195,455,764 225.8
29 年 度 3,086,560,356 86,566,189 2.8 ▲ 32,138,958 ▲ 27.1
28 年 度 3,277,227,988 118,705,147 3.6 24,275,919 25.7
27 年 度 3,288,570,407 94,429,228 2.9 － －

6 年 度 2,890,299,305 790,637,802 27.4 ▲ 24,192,639 ▲ 3.0

5 年 度 3,082,400,911 814,830,441 26.4 9,348,899 1.2
4 年 度 2,908,698,632 805,481,542 27.7 ▲ 10,166,916 ▲ 1.2
3 年 度 2,850,521,665 815,648,458 28.6 3,484,833 0.4
2 年 度 3,009,355,567 812,163,625 27.0 ▲ 9,673,515 ▲ 1.2
元 年 度 2,848,292,979 821,837,140 28.9 ▲ 14,989,214 ▲ 1.8
30 年 度 2,920,124,598 836,826,354 0 － －
29 年 度 1,304,346,387 0 0 － －
28 年 度 1,482,987,539 0 0 － －
27 年 度 1,512,291,520 0 0 － －

6 年 度 6,087,451,453 1,136,699,085 18.7 ▲ 353,060,927 ▲ 23.7

5 年 度 6,724,480,212 1,489,760,012 22.2 16,369,036 1.1
4 年 度 6,688,499,960 1,473,390,976 22.0 184,297,280 14.3
3 年 度 6,359,101,029 1,289,093,696 20.3 190,372,715 17.3
2 年 度 5,646,121,386 1,098,720,981 19.5 ▲ 5,996,863 ▲ 0.5
元 年 度 5,446,741,919 1,104,717,844 20.3 ▲ 14,130,463 ▲ 1.3
30 年 度 5,474,391,555 1,118,848,307 20.4 195,455,764 1,192.5
29 年 度 4,390,906,743 86,566,189 2.0 ▲ 32,138,958 ▲ 27.1
28 年 度 4,760,215,527 118,705,147 2.5 24,275,919 25.7
27 年 度 4,800,861,927 94,429,228 2.0 － -

注） 平成30年度以降は、福祉部からの移管事務予算額を含む。
注） 令和元年度当初予算額は、補正予算額（第１号）を含む。
注） 令和６年度一般会計予算の大幅な減は、新型コロナウイルス対策事業の

終了に伴うもの。

部予算の対
前年度増減

大阪府当初予算額

部予算額
の府予算
に占める
割合

区分
部予算の
対前年度
伸 び 率

年  度

特別
会計

合計

一般
会計

健 康 医 療 部
予 算 額
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 ２．令和６年度健康医療部当初予算額表

＜一般会計＞ （単位：千円）

令和6年度

当初予算額 国支出金 地方債 その他 一般財源

公 衆 衛 生 総 務 費 24,759,047 280,656 2,425,000 3,051,579 19,001,812

健
予 防 費 27,550,743 17,176,763 0 67,204 10,306,776

健 康 増 進 費 6,126,723 2,303,087 0 410,973 3,412,663

精 神 衛 生 費 21,299,759 10,382,195 0 345,303 10,572,261

康
衛 生 研 究 所 費 1,681,418 0 0 169 1,681,249

計 81,417,690 30,142,701 2,425,000 3,875,228 44,974,761

食 品 衛 生 費 142,470 22,229 0 120,568 ▲ 327

医
環 境 衛 生 指 導 費 3,631,846 3,548,778 0 20,694 62,374

計 3,774,316 3,571,007 0 141,262 62,047

保 健 所 運 営 費 476,626 670 0 41,157 434,799

療
計 476,626 670 0 41,157 434,799

医 務 費 19,104,107 8,569,920 145,000 6,703,613 3,685,574

保健師等指導管理費 2,136,718 476,872 0 1,641,578 18,268

費
薬 務 費 107,227 12,065 0 192,941 ▲ 97,779

国民健康保険調整費 98,639,033 0 0 0 98,639,033

後期高齢者医療費 140,405,566 0 0 11,783 140,393,783

計 260,392,651 9,058,857 145,000 8,549,915 242,638,879

346,061,283 42,773,235 2,570,000 12,607,562 288,110,486

346,061,283 42,773,235 2,570,000 12,607,562 288,110,486

＜特別会計＞

令和6年度

当初予算額 国支出金 地方債 その他 他会計から繰入

790,637,802 243,645,365 0 491,459,024 55,533,413

790,637,802 243,645,365 0 491,459,024 55,533,413

1,136,699,085 286,418,600 2,570,000 504,066,586 343,643,899健 康 医 療 部 合 計

項款
財        源        内        訳

目

公衆衛生費

環境衛生費

保 健 所 費

医 薬 費

健 康 医 療 費 計

一 般 会 計 合 計

名　称
財        源        内        訳

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

特 別 会 計 合 計
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 ３．令和６年度健康医療部各課（室）別当初予算表

（単位：千円）

うち一般財源
※特別会計は他会計からの繰入

9,197,977 9,179,461

2,629,876 2,568,444

85,718,306 35,900,956

保健医療企画課 22,043,828 10,426,531

医療対策課 9,120,302 2,431,301

地域保健課 40,896,496 19,757,090

感染症対策課 13,657,680 3,286,034

241,282,048 240,361,601

健康づくり課 2,232,957 1,324,293

国民健康保険課 239,049,091 239,037,308

7,233,076 100,024

環境衛生課 6,636,802 95,365

薬務課 453,804 4,986

食の安全推進課 142,470 ▲ 327

346,061,283 288,110,486

合　　　　　　計 1,136,699,085 343,643,899

重    複    控    除 ▲ 55,533,413 ▲ 55,533,413

純            計 1,081,165,672 288,110,486

区分 課　　　　　　　別

特
別
会
計

健康推進室
国民健康保険課

生活衛生室

790,637,802 55,533,413

令和6年度当初予算

一
般
会
計

職員費

健康医療総務課

保健医療室

計

健康推進室
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 ４．令和５年度～令和６年度大阪府当初予算額表

金　　額 金　　額

千円 ‰ ‰ 千円 ‰ ‰ 千円 ％

議 会 費 2,699,206 0.7 0.4 2,384,663 0.8 0.4 ▲ 314,543 88.3

総 務 費 148,770,799 40.8 22.1 130,377,067 40.8 21.4 ▲ 18,393,732 87.6

福 祉 費 395,358,217 108.6 58.8 400,401,857 125.2 65.8 5,043,640 101.3

健 康 医 療 費 674,929,571 185.4 100.4 346,061,283 108.2 56.8 ▲ 328,868,288 51.3

商 工 労 働 費 776,216,461 213.2 115.4 632,536,017 197.8 103.9 ▲ 143,680,444 81.5

環境農林水産費 21,526,163 5.9 3.2 22,594,515 7.1 3.7 1,068,352 105.0

都 市 整 備 費 143,085,104 39.3 21.3 139,756,356 43.7 23.0 ▲ 3,328,748 97.7

都 市 計 画 費 10,705,662 2.9 1.6 6,413,023 2.0 1.1 ▲ 4,292,639 59.9

警 察 費 275,067,180 75.5 40.9 289,937,454 90.7 47.6 14,870,274 105.4

教 育 費 574,377,675 157.7 85.4 609,889,921 190.8 100.2 35,512,246 106.2

災 害 復 旧 費 610,098 0.2 0.1 884,139 0.3 0.1 274,041 144.9

諸 支 出 金 616,733,165 169.3 91.7 613,915,853 192.0 100.9 ▲ 2,817,312 99.5

繰 上 充 用 金 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 ―

予 備 費 2,000,000 0.5 0.3 2,000,000 0.6 0.3 0 100.0

 

一 般 会 計 合 計 3,642,079,301 1,000.0 541.6 3,197,152,148 1,000.0 525.2 ▲ 444,927,153 87.8

国 民 健 康 保 険 814,830,441 264.3 121.2 790,637,802 273.5 129.9 ▲ 24,192,639 97.0

そ の 他 2,267,570,470 735.7 337.2 2,099,661,503 726.5 344.9 ▲ 167,908,967 92.6

特 別 会 計 合 計 3,082,400,911 1,000.0 458.4 2,890,299,305 1,000.0 474.8 ▲ 192,101,606 93.8

6,724,480,212 1,000.0 6,087,451,453 1,000.0 ▲ 637,028,759 90.5

　‰・・・千分率

総 計

特
別
会
計

目
的
別

一
般
会
計

令　和　5　年　度

比　　率

令　和　6　年　度

比　　率
増　　減 対前年比
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附属機関 
 

（法令に基づくもの） 
所管室・課 名称 担任する事務 委員数 根拠法令 

健康医療総務課 大阪府市地方独立行政

法人大阪健康安全基盤

研究所評価委員会 

地方独立行政法人法の規定

により設立団体の長に意見

を述べる事務 

５人以内 地方独立行政法

人法 

第11条 

保健医療室 

保健医療企画課 

 

医療審議会 医療法の規定により、医療

計画の作成・変更等その権

限に属させられた事項を調

査審議するほか、都道府県

知事の諮問に応じ、当該都

道府県における医療を提供

する体制の確保に関する重

要事項の調査審議に関する

事務 

30人以内 医療法 

第72条 

大阪府地方独立行政法

人大阪府立病院機構評

価委員会 

地方独立行政法人法の規定

により設立団体の長に意見

を述べる事務 

７人以内 地方独立行政法

人法 

第11条 

保健医療室 

地域保健課 

精神保健福祉審議会 精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第９条の規

定による精神保健及び精神

障害者の福祉に関する事項

の調査審議及び意見具申に

関する事務 

20人以内 精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律 

第９条 

精神医療審査会 精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第12条の規

定による入院届、更新届、

退院請求等の審査に関する

事務 

50人 精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律 

第12条 

指定難病審査会 難病の患者に対する医療等

に関する法律第７条第２項

の規定による支給認定をし

ないときに関する審査 

20人以内 難病の患者に対

する医療等に関

する法律 

第８条 

小児慢性特定疾病審査

会 

児童福祉法第19条の３第４

項の規定による小児慢性特

定疾病の医療費支給認定の

審査に関する事務 

14人以内 児童福祉法 

第19条の４ 

保健医療室 

感染症対策課 

感染症の診査に関する

協議会 

感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律第18条第１項の規定に

よる就業制限通知、第20条

第１項及び同条第４項の規

定による感染症患者の入院

勧告及び入院延長並びに第

37条の２第１項の規定によ

る結核患者の医療費の負担

の審議に関する事務 

６人以内 感染症法 

第24条 
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所管室・課 名称 担任する事務 委員数 根拠法令 

健康推進室 

国民健康保険課 
国民健康保険審査会 保険給付に関する処分又は

保険料その他国民健康保険

法の規定による徴収金に関

する処分についての不服申

立ての受理、審査に関する

事務 

９人 国民健康保険法 

第92条 

後期高齢者医療審査会 後期高齢者医療給付に関す

る処分又は保険料その他高

齢者の医療の確保に関する

法律の規定による徴収金に

関する処分についての不服

申立ての受理、審査に関す

る事務 

９人 高齢者の医療の 

確保に関する法

律 

第129条 

国民健康保険運営協議

会 

大阪府が定める都道府県国

民健康保険運営方針及びそ

の他の重要事項の審議に関

する事務 

15人 国民健康保険法 

第11条 

生活衛生室 

環境衛生課 
環境審議会温泉部会 自然環境保全法第51条、環

境基本法第43条及び大阪府

環境審議会条例第１条の規

定による、温泉法第32条で

定める温泉掘削許可等の処

分に関する事項その他温泉

行政に関し必要な事項の調

査審議に関する事務 

10人以内 

 

自然環境保全法 

第51条 

環境基本法 

第43条 

温泉法 

第32条 

 生活衛生適正化審議会 生活衛生関係営業の運営の

適正化及び振興に関する法

律第58条の規定による同法

の施行に関する重要事項の

調査審議及び関係機関に対

する建議に関する事務 

20人以内 

 

生活衛生関係営

業の運営の適正

化及び振興に関

する法律 

第58条 

生活衛生室 

薬務課 
麻薬中毒審査会 麻薬及び向精神薬取締法第

58条の８第４項の規定によ

る措置入院者の入院期間等

の適否の審査に関する事務 

５人 麻薬及び向精神

薬取締法 

第58条の13 
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（条例に基づくもの） 
所管室・課 名称 担任する事務 委員数 

健康医療総務課 衛生対策審議会 衛生関係諸問題についての重要事項の調査審
議に関する事務 

26人以内 
 

保健所運営協議会 地域保健及び保健所の運営についての審議に
関する事務 

30人以内 

保健医療室 
保健医療企画課 

保健医療協議会 医療法第30条の４第１項に規定する計画に関
する事項その他保健医療の向上を図るため必
要な事項についての調査審議に関する事務 

50人以内 

死因調査等協議会 死体の死因の調査及び身元の確認の体制の整
備に関する施策についての調査審議に関する
事務 

15人以内 
 

保健医療室 
医療対策課 

医療対策協議会 医療法第30条の23第１項に規定する医療計画
において定める医師の確保に関する事項の実
施に必要な事項についての調査審議に関する
事務 

15人以内 

救急医療対策審議会 救急医療対策についての重要事項の調査審議
及び救急病院等を定める省令第２条の規定に
よる救急病院又は救急診療所の認定又はその
取消しに当たっての事前審査に関する事務 

23人以内 
 

大阪府立中河内 
救命救急センター 
指定管理者選定委員会 

公の施設の指定管理者の指定についての審査
に関する事務 

５人以内 

大阪府立中河内 
救命救急センター 
指定管理者評価委員会 

公の施設の指定管理者の業務の実施状況等に
関する評価についての調査審議に関する事務 

５人以内 

献血推進審議会 献血の推進及び血液製剤の適正な使用に関す
る施策についての調査審議に関する事務 

25人以内 

保健医療室 
地域保健課 

精神科救急医療運営 
審議会 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第
19条の11第１項に規定する体制の整備その他
同法に基づく医療及び保護を行うため必要な
事項についての調査審議に関する事務 

23人以内 

自殺対策審議会 自殺対策基本法に基づく自殺対策の総合的な
推進のため必要な事項についての調査審議に
関する事務 

40人以内 

周産期医療及び小児医
療協議会 

周産期医療及び小児医療の体制の整備につい
ての調査審議に関する事務 

16人以内 

大阪府ギャンブル等依
存症対策推進会議 

大阪府ギャンブル等依存症対策基本条例（令
和４年大阪府条例第59号）第13条第２項に規
定する事項についての調査審議に関する事務 

25人以内 

母子保健運営協議会 母子保健に関する事業の推進に関する施策に
ついての調査審議に関する事務 

20人以内 

保健医療室 
感染症対策課 

衛生検査所精度管理 
審議会 

臨床検査技師等に関する法律第20条の３第１
項の登録を受けた衛生検査所における検査の
業務の管理及び精度の確保についての調査審
議に関する事務 

10人以内 

感染症対策審議会 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律第６条第１項に規定する感染症
の発生の予防及びまん延の防止のための総合
的な施策に関する専門的な事項についての調
査審議に関する事務 

20人以内 
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所管室・課 名称 担任する事務 委員数 

健康推進室 

健康づくり課 

地域職域連携推進 

協議会 

生涯にわたる地域及び職域における健康の増

進に関する計画の策定及びその推進に関する

施策についての調査審議に関する事務 

30人以内 

生涯歯科保健推進 

審議会 

歯科保健の推進に関する施策についての調査

審議に関する事務 

30人以内 

食育推進計画評価 

審議会 

食育基本法第17条第１項に規定する計画の目

標の達成状況及び進捗状況の評価その他食育

の推進に関する施策についての重要事項の調

査審議に関する事務 

20人以内 

がん対策推進委員会 大阪府がん対策推進条例第17条に規定するが

ん対策推進計画の策定又は変更に関する事項

及びがん対策の推進に関する基本的かつ総合

的な施策についての調査審議に関する事務 

30人以内 

健康推進室 

国民健康保険課 

医療費適正化計画推進

審議会 

高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１

項の規定による大阪府医療費適正化計画の策

定、同法第12条第１項の評価その他大阪府医

療費適正化計画の推進に関する施策について

の調査審議に関する事務 

15人以内 

生活衛生室 

環境衛生課 

公衆浴場入浴料金 

審議会 

 

公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する

省令第２条の規定による公衆浴場入浴料金の

統制額の指定についての調査審議に関する事

務 

20人以内 

 

 

クリーニング師 

試験委員 

クリーニング業法第７条の規定によるクリー

ニング師試験の実施に関する事務 

10人以内 

 

生活衛生室 

薬務課 

薬事審議会 薬事の振興についての重要事項の調査審議に

関する事務 

22人以内 

 

薬物指定審査会 大阪府薬物の濫用の防止に関する条例第９条

第２項に規定する事項についての審査に関す

る事務 

７人以内 

生活衛生室 

食の安全推進課 

食の安全安心推進 

協議会 

大阪府食の安全安心推進条例第８条第２項に

規定する計画の策定及び変更その他食の安全

安心の確保についての重要事項の調査審議に

関する事務 

25人以内 

食品健康被害防止 

審議会 

大阪府食の安全安心推進条例第19条に規定す

る事項その他食品による健康被害の拡大の防

止等に関する専門的な事項についての調査審

議に関する事務 

８人以内 
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大阪府保健所と関係施設位置図 
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健康医療総務課 

 
１ 厚生統計等調査の実施 １９,３０９千円 

保健医療等の厚生行政施策立案の基礎資料を得るため、出生・死亡・死産・婚姻及び離婚等の人口

動態、病院・診療所の分布及び整備状況、医療施設の診療機能の全数調査を実施するとともに、健康・

医療・福祉・年金・所得等の状況に関する無作為調査を実施する。 

 

２ 保健所の運営 ４７６，６２６千円 

府保健所は、健康相談や健康診査等、住民に身近で利用頻度の高い保健サービスを提供する市町村

の保健センターとも相互に連携し、所管地域の保健・医療サービスの向上を図っている。 

政令指定都市・中核市では、保健所設置市として行政区単位で、住民により身近なところで保健所

業務と保健センターの業務を総合的に実施している。中核市移行により新たに保健所を設置した市に

対しては、保健所業務の実施のための人的支援等を行っている。 

また、近年の大阪府保健所の運営体制の変化に伴い、保健所業務の集約化や効率化という観点から、

保健医療分野における業務のあり方を検討する。 

 

《地域保健業務における役割分担》 

府保健所が実施する業務 市町村（保健センター）が実施する業務 

・難病患者、慢性疾患や身体障がい児等への相談

支援、こころの健康相談支援 

・感染症対策 

・食品衛生、環境衛生、水質検査 

・医事･薬事（※） 

・先駆的な健康づくり、企画調整 

・市町村への技術支援 など 

※薬事は茨木、守口、藤井寺、泉佐野の４保健

所で実施。 

・健康相談、健康診査 

（母子保健･老人保健サービス、一般的な栄養

相談） 

・予防接種 など 

政令指定都市・中核市が実施する業務 

（行政区単位で、保健所業務と保健センターの業務を総合的に実施） 

 

《参考：保健所設置市》 

政令指定都市 大阪市、堺市 

中核市 豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市、東大阪市 
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≪大阪府内の保健所管轄区域≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所の運営 １，６０２，５４４千円 

大阪市と共同で設立した地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所（以下「大安研」という。）は、

調査研究、試験検査、地域保健に関する情報の収集・整理・活用及び研修指導等の業務を通じて、健

康危機事象への積極的な対応をはじめ、行政機関等への科学的かつ技術的な支援を行っている。 

設立団体である府として、大安研が中期目標及び中期計画を着実に達成できるよう、運営に必要な

経費を交付するとともに、府市研究所の統合効果を最大限発揮し「西日本の中核的な地方衛生研究所」

としての機能を果たせるよう、サポートを行う。 

  
４ 旧大阪府立公衆衛生研究所跡地の処分 ７８，５３６千円 

大安研一元化施設の整備に伴い不用となった旧施設の撤去を進めるとともに、跡地の管理等を実施

するほか、関係部署と連携して平成 26年 12月に策定された「府立成人病センター跡地等のまちづく

り方針」に基づき処分を進める。 

 

５ 旧大阪府立成人病センター跡地の処分 １４２，７９０千円 

森之宮地区における旧大阪府立成人病センター跡地等の管理を実施するとともに、関係部署と連携

して平成 26年 12月に策定された「府立成人病センター跡地等のまちづくり方針」に基づき処分を進

める。 

保健所 保健所

市町村 市町村

池田保健所 268,447 119,620     203.13 枚方市　 394,320 174,928     65.12

池田市 104,717 49,256      22.14 東大阪市　　 487,999 235,588     61.78
豊能町 17,745 7,619      34.34 八尾市　 261,584 115,493     41.72
箕面市 137,315 59,114      47.90 富田林保健所 296,683 126,622    238.00
能勢町 8,670 3,631      98.75 大阪狭山市 58,023 24,500     11.92

吹田市 391,069 186,240      36.09 富田林市 106,973 46,255     39.72

豊中市 399,790 178,693      36.39 河内長野市 98,932 42,395    109.63

茨木保健所 406,975 181,947     108.17 河南町 15,335 6,463     25.26

摂津市 87,143 40,825      14.87 太子町 12,704 5,088     14.17
茨木市 289,030 128,126      76.49 千早赤阪村 4,716 1,921     37.30
島本町 30,802 12,996      16.81 堺市 816,559 369,876    149.83

高槻市 350,222 154,598     105.29 和泉保健所 327,981 138,016    114.58

寝屋川市 226,952 102,854      24.70 和泉市 183,148 74,890     84.98

守口保健所 258,784 125,908      25.01 泉大津市 73,375 32,837     14.33

守口市 141,563 68,194      12.71 高石市 55,126 23,452     11.30
門真市 117,221 57,714      12.30 忠岡町 16,332 6,837      3.97

四條畷保健所 246,539 105,993      62.51 岸和田保健所 269,678 113,341    116.65
四條畷市 54,493 22,669      18.69 岸和田市 187,283 79,856     72.72
交野市 74,809 30,202      25.55 貝塚市 82,395 33,485     43.93
大東市 117,237 53,122      18.27 泉佐野保健所 273,163 115,982    213.70

藤井寺保健所 353,862 157,108 77.33 泉佐野市 98,916 44,468     56.51

柏原市 115,728 52,670      16.66 熊取町 43,379 17,604     17.24
松原市 67,684 30,402      25.33 田尻町 8,207 3,633      5.62
羽曳野市 107,557 45,833      26.45 泉南市 58,717 23,311     48.98
藤井寺市 62,893 28,203       8.89 阪南市 49,667 20,731     36.17

大阪市 2,756,807 1,506,249 225.33 岬町 14,277 6,235     49.18

大阪府保健所合計 2,702,112 1,184,537 1,159.08

8,787,414 4,209,056 1,905.33

注１）面積は「全国都道府県市区町村別面積調」（令和４年１０月１日現在の面積（国土地理院））によるものである。

　２）世帯数、人口は「令和４年国勢調査人口等基本集計」（総務省統計局）によるものである。

総数

総人口
（人）

世帯数
（世帯）

面  積

（km
2
）

総人口
（人）

世帯数
（世帯）

面  積

（km
2
）
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保健医療室 保健医療企画課 

 

１ 府域における医療提供体制の構築 

地域における効果的かつ効率的な医療提供体制の構築に向けた取組みを進める。 

(1) 医療計画及び地域医療構想の推進 ２０，９２０千円 

令和６年３月に策定した「第８次大阪府医療計画」（令和６年度から令和11年度まで）については

ＰＤＣＡサイクルの手法等を用いて、大阪府医療審議会や各二次医療圏の保健医療協議会において、

同計画の進捗状況等について協議・検討し、継続的に改善を図りながら、推進する。 

また、大阪府の将来のあるべき医療提供体制の姿を示す「地域医療構想」の実現に向け、地域の

病床機能の実態を分析し、地域医療構想調整会議（保健医療協議会）等において、関係団体、関係

医療機関等と協議、調整を進め、取組みを具体化していく。 

(2) 地域医療介護総合確保基金計画の策定 （基金計画額）８，７２２，０５９千円 

（基金積立額）４，０８８，８６５千円 

「地域医療介護総合確保基金」を活用し、関係団体等との協議を行い、「地域医療構想の達成に向

けた医療機関の施設又は設備の整備」、「地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変

更」、「居宅等における医療の提供」、「医療従事者の確保」、「勤務医の労働時間短縮に向けた体制の

整備」の５本柱からなる事業計画を策定する。 

(3) 病床機能分化・連携を推進するための基盤整備事業（地域医療介護総合確保基金を活用） 

１，２５５，９６３千円 

地域医療構想を踏まえ、近い将来、需要増が見込まれる回復期病床への機能転換に必要な改修等

の経費を一部補助する。 

(4) 病床機能再編支援事業（地域医療介護総合確保基金を活用） １，３９７，１８４千円 

地域医療構想の実現のため、病床削減を伴う病床機能再編や医療機関の統廃合に取組む際の財政

支援を実施する。 

(5) 食材料費の高騰に対する支援事業（地域医療介護総合確保基金を活用） ３３７，７４８千円 

食料品価格の高騰の影響を受けている医療機関の負担軽減を図り、食事療養を提供する人員体制

を安定的に確保することを支援するため、入院時の食費に係る食材料費高騰に対する支援を実施す

る。 

                  《医療圏の概念図》 
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《二次医療圏の区域》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《病床機能報告の分析と病床数の必要量の比較》 

 

 

 

 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

①「急性期」報告病棟を診療実態分析により 

「重症急性期」と「地域急性期」に分類※ 

 

②「地域急性期」と「回復期」の合計と病

床数の必要量の「回復期」とを比較し、

転換が必要な病床の割合を推計 
※不明：診療実績の報告がなく、「重症急性期」と 

「地域急性期」に分類できない病床 
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(6) 医療機能情報提供制度の運用 ３７，３６１千円 

厚生労働省の医療機関等情報支援システム（G-MIS）及び医療情報ネットを利用し、府民に対して

府内の医療機関（病院・診療所・歯科診療所・助産所）の医療機能に関する情報提供を実施。 

(7) 外国人患者受入体制の整備（地域医療介護総合確保基金を一部活用） ８４，１９３千円 

万博の開催等に伴う外国人患者の増加に対応するため、ビデオ通訳による多言語遠隔医療通訳サ

ービスや、医療機関・薬局等から寄せられる外国人対応に関する相談等に対応するワンストップ相

談窓口の設置、受入環境整備に必要な費用の補助等により医療機関を支援するとともに、外国人向

けの医療のかかり方動画の掲載による「おおさかメディカルネット」の充実などを通じ、外国人患

者受入体制の整備を行う。 

 

２ 在宅医療の推進 

高齢化が急速に進む中、住み慣れた生活の場において必要な医療が受けられるよう、介護と相互

に補完しながら、在宅医療の推進を図る。 

(1) 人生会議（ＡＣＰ）の実践促進（地域医療介護総合確保基金を活用） ２１，１５０千円 

医療・ケア従事者の人生会議（ＡＣＰ）実践人材の育成を目的に、訪問看護師・介護職等を対象

とした研修事業に対し補助を行う。 

また、府民向けの啓発を進めるため、ＳＮＳ資材の動画広告の配信や、医療・福祉施設等をはじ

め事業者及び府内の児童・生徒への資材配布等を行うとともに、市町村へのセミナー開催支援（補

助）や事業者主催の職場研修への支援を行う。 

(2) 在宅医療サービスの基盤整備の推進（地域医療介護総合確保基金を活用） ５７４，４２０千円 

第８次大阪府医療計画において位置付けた「在宅医療に必要な連携を担う拠点」及び「在宅医療

において積極的役割を担う医療機関」の取組みや、災害時等に自院のかかりつけ患者以外にも貸し

出せる簡易自家発電装置の整備に対し、助成する。 

(3) 市町村在宅医療・介護連携推進事業の支援 

福祉部と連携して、在宅医療・介護連携に関する市町村研修会等を行い、広域的に市町村を支援

する。 

(4) 在宅医療総合支援事業の実施（地域医療介護総合確保基金を活用） １３，１１４千円 

在宅医療における多職種間連携や看取りにかかる研修、医療介護連携相談窓口人材の広域連携の

取組みにかかる研修に対し、助成する。 

(5) 24時間対応できる往診体制等の強化（地域医療介護総合確保基金を活用） ３８１，２５２千円 

在宅医の確保に向けた同行訪問の実施、連携体制を構築する医療機関の取組みに対し、助成する。 

(6) 在宅医療情報基盤の整備（地域医療介護総合確保基金を活用） ２０，０００千円 

在宅医療を行う他の医療機関へICTを活用して診療情報等を公開する取組みを始める医療機関に

対し、経費を助成する。 

(7) 在宅医療を支える病院の機能強化（地域医療介護総合確保基金を活用） ３２，９１８千円 

在宅医療に携わる人材の養成、在宅療養患者の退院支援や急変時対応の機能強化を図る病院の取

組みに対し助成する。 

(8) 訪問看護ネットワーク事業の実施（地域医療介護総合確保基金を活用） ５７，４７５千円 

府内訪問看護ステーションの実態を調査するとともに、訪問看護ステーションの相互連携による

機能強化や規模拡大を図る各種事業や、在宅人工呼吸器装置患者に対する非常用電源の確保や支援
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体制強化のための取組みに対し、助成する。 

(9) 訪問看護師確保定着支援事業の実施（地域医療介護総合確保基金を活用） ６５，８８０千円 

各医療機関の看護師間の相互理解を促す研修を行うとともに、訪問看護師のキャリアに応じた各

種研修等の事業に対し、助成する。 

(10) 死因究明等の体制整備（地域医療介護総合確保基金を一部活用） ２１３，９３０千円 

多死高齢社会に対応した、正確かつ適切な死因を特定する体制を整備するため、臨床医向けの死

亡診断書（死体検案書）作成技術向上等の研修や実習生への支援等を実施。また、府内均てん化の

ための府モデル事業及び国モデル事業を実施する。 

(11) 監察医事務所の運営 １３９，４９５千円 

「死体解剖保存法」の規定に基づき、大阪市内における死因の明らかでない死体について、検案や

ＣＴによる死亡時画像診断、解剖等を実施し、死因の究明を行う。 

 

３ 医療安全の確保 

医療の安全の確保に関し必要な措置を講じることにより、府民が安心して医療を受けることができ

る体制を確保する。 

(1) 病院・診療所への立入検査の実施 １，４５１千円 

病院・診療所における医療施設・設備の基準の維持・向上、清潔の保持、医療安全対策の推進等、

「医療法」に基づく医療機関に対する立入検査を実施する。 

とりわけ、問題がある医療機関に対しては、無通告による立入検査の実施や、関係者に対する個

別面談による事情聴取を行うなど厳正に対処する。 

(2) 医療法人の指導・監督 

「医療法」に基づく定款（寄附行為）の認可や、法人運営等についての指導を行う。 

(3) 医療関係資格養成施設等の指定・監督 

各種資格者の養成施設(※)を指定・監督のほか、認定規則等に定める事項を報告させ、内容を確

認するとともに定期指導調査を行う。 

※養成施設 

はり師・きゅう師養成施設、診療放射線技師養成所、理学療法士養成施設、作業療法士養成施設、

視能訓練士養成所、言語聴覚士養成所、臨床工学技士養成所、義肢装具士養成所、救急救命士養

成所及び柔道整復師養成施設 

なお、あん摩マッサージ指圧師の養成施設等については、厚生労働省が指定・監督を実施。 

(4) 有床診療所等スプリンクラー等の整備 ６８３，８８４千円 

スプリンクラー等が設置されていない有床診療所等に対し、整備費用の助成を行う。 

(5) 非常用自家発電設備及び給水設備整備事業 ２０４,２４４千円 

地震発生による停電・断水の際、医療機関の事業の継続を可能とするため、一般病院を対象に非

常用自家発電設備及び給水設備の整備費用の助成を行う。 

(6) 医療施設等耐震整備事業 １９２,３０５千円 

地震発生時における適切な医療提供体制の維持を図るため、一般病院を対象に医療施設等の

耐震化又は補強等の整備費用の助成を行う。 

(7) 視覚障がい者施術所への支援 ３３１千円 

視覚障がい者が開設する施術所の整備促進を図るため、施設及び設備の整備に必要な事業資金融
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資に際し信用保証料を負担する。 

(8) 医療安全支援センターの運営 ３，１５３千円 

保健所に医療相談窓口を整備し、医療に関する苦情や相談に対応するとともに、医療機関、患者、

府民に対して医療安全に関する助言や情報提供を行う。 

また、府内関係機関等による情報交換等を行う医療相談等連絡協議会の設置や医療安全に関する

研修会を実施し、医療安全対策を推進する指導者を育成する。 

 

４ 地方独立行政法人大阪府立病院機構の運営等 

地方独立行政法人大阪府立病院機構（以下、「府立病院機構」という。）は、５病院（大阪急性期・

総合医療センター、大阪はびきの医療センター、大阪精神医療センター、大阪国際がんセンター、大

阪母子医療センター）を設置・運営している。 

設立団体である府として、府立病院機構が中期目標及び中期計画を着実に達成できるよう、５病院

が担っている精神医療、結核医療、高度な周産期及び小児医療等の政策医療の実施に係る経費に対し

て運営費負担金を交付すること等により病院運営の取組みの支援等を実施する。 

(1) 大阪府立病院機構運営費負担金 ７，１２８，９０８千円 

政策医療に係る経費及び元利償還に要する経費等を負担する。 

(2) 大阪府立病院機構建設改良資金貸付金 ２，１７０，０００千円 

施設整備や医療機器更新に係る資金を貸し付ける。 

(3) 大阪府立病院機構職員共済公的負担金 ２，０３５，５３９千円 

府立病院機構職員に対する基礎年金拠出金等の納付に要する費用のうち、法令に基づく部分（公

的負担分）を負担する。 

(4) 大阪府立病院機構移行前地方債償還費公債管理特別会計繰出金 ７８，５０６千円 

法人移行前に発行した地方債を償還するため、府立病院機構からの償還負担金を一般会計に一旦

収入した後、公債管理特別会計に繰り出す。 

(5) 大阪はびきの医療センター整備事業費 ４１，４７５千円 

大阪はびきの医療センターの現地建替え整備に要する費用の一部を負担する。 

(6) 大阪母子医療センター整備事業費 ２５５，５６０千円 

大阪母子医療センターの現地建替え整備に要する費用の一部を負担する。 
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《府立の５病院の概要》 

病院名 
大阪急性期・ 

総合医療センター 
(旧急性期・総合医療センター) 

大阪はびきの 

医療センター 
(旧呼吸器・アレルギー医療センター) 

大阪精神医療センター 
(旧精神医療センター) 

大阪国際がんセンター 
(旧成人病センター) 

大阪母子医療センター 
(旧母子保健総合医療センター) 

主な役割 
及び機能 

高度な急性期医療のセ
ンター機能 

難治性の呼吸器疾患医

療、結核医療及びアレ

ルギー性疾患医療のセ

ンター機能 

精神医療のセンター機

能 

難治性がん医療のセン

ター機能 

周産期・小児医療のセ

ンター機能 

病
床
数
※ 

一 般 ８３１ ３５４ － ５００ ３７５ 

結 核 － ４５ － － － 

精 神 ３４ － ４７３ － － 

感染症 － ６ － － － 

計 ８６５ ４０５ ４７３ ５００ ３７５ 

所在地 大阪市住吉区万代東 羽曳野市はびきの 枚方市宮之阪 大阪市中央区大手前 和泉市室堂町 

※ 病床数は、医療法上の許可病床数である。 （令和６年４月現在） 
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保健医療室 医療対策課 

 

１ 医療従事者の確保 

高齢化により急増する医療ニーズに対応するため、医療従事者の適切な確保、とりわけ、医師の地

域や診療科による偏在の解消、潜在看護職員の再就職促進が重要な課題となっており、令和６年３月

に策定した「大阪府医師確保計画（第８次前期）」（計画期間：令和６年度から令和８年度まで）に基

づき、人材の育成・確保・定着に向けた総合的な取組みを進めていく。 

(1) 医師の確保 

医師確保対策を総合的・効果的に実施するため、地域医療支援センターの運営や地域医療確保修

学資金等貸与事業等により、地域や診療科間におけるバランスの取れた医師確保の取組みを進める

とともに、医療勤務環境改善支援センターを運営し、医師の勤務環境の改善に向けた支援等を行う。 

① 医師の養成・確保 

(ア) 大阪府医療対策協議会の運営（地域医療介護総合確保基金を活用） ２，３２０千円 

医師確保計画（医療計画において定める医師の確保等に関する事項）等についての協議を行

い、今後の医師確保策について検討する。  

(イ) 地域医療支援センターの運営（地域医療介護総合確保基金を活用） ７２，０７３千円 

地域医療に従事する医師のキャリア形成を支援するとともに、地域や診療科間の医師偏在の

解消を図るため、地域医療支援センターを設置し、医学生等へのキャリア面談や医師の派遣調

整、診療科別セミナー等を実施する。 

(ウ) 医学生に対する修学資金の貸与（地域医療介護総合確保基金を活用） １１２，２４４千円 

救急医療や周産期医療等の分野で医師が不足する地域に所在する医療機関で、一定期間勤務

することを返還免除の条件とする地域医療確保修学資金等貸与事業を行う。 

(エ) 自治医科大学への運営支援等 １２９，８９１千円 

自治医科大学の運営費の一部を負担するとともに、府より学生を推薦する。 

なお、卒業生は、一定期間公衆衛生分野や医師確保が困難な分野で勤務する義務がある。 

(オ) 臨床研修病院等の審査 １，５０８千円 

臨床研修病院又は同病院の指定を受けようとする病院に対して書面審査及び実地調査を行う。 

② 医師の定着促進 

(ア) 産科医・小児科医等の定着促進(地域医療介護総合確保基金を活用） １２９，７２４千円 

医師等に分娩手当等を支給する医療機関に対し、経費の一部を助成する。 

(イ) 女性医師等の離職防止及び定着促進（地域医療介護総合確保基金を活用） 

１４４，４０１千円 

勤務環境の改善や復職支援に関する事業を実施する二次救急告示医療機関等に対し、経費の

一部を助成する。 

③ 医療従事者の勤務環境改善支援及び医師の働き方改革の取組み支援 

(ア) 医療勤務環境改善支援センターの運営（地域医療介護総合確保基金を活用） 

 ４３，１０４千円 

（一社）大阪府私立病院協会に運営を委託し、医師に対する時間外・休日労働時間の上限規制

適用（令和６年度～）後も、各地域における医療提供体制が確保されるよう、医療従事者の勤務

実態調査を実施し、その結果を踏まえた支援等を行う。 

(イ) 勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備（地域医療介護総合確保基金を活用） 
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８５６，９０９千円 

医師の時間外・休日労働時間を短縮すること及び地域医療提供体制を確保することを目的に、

勤務医の労働時間の短縮に資する取組み等を行う医療機関に対し、経費の一部を助成する。 

(2) 看護職員の確保 

① 看護職員の養成・確保 

(ア) 養成施設に対する運営支援（地域医療介護総合確保基金を活用） ８２７，１７４千円 

医療法人及び学校法人等が設置する養成所に対し運営費補助を行うとともに、施設の新・増改

築に伴う建築工事費や初度設備の整備費等を助成する。 

(イ) 専任教員及び実習指導者講習会の開催（地域医療介護総合確保基金を活用） 

１４，３６１千円 

看護師等養成所における専任教員を確保するための専任教員養成講習会や、看護臨床実習に

不可欠である実習指導者を確保するための実習指導者講習会を、（公社）大阪府看護協会に委託

し、実施する。 

(ウ) 看護師等養成所の指定・監督 ５，０１２千円 

保健師・助産師・看護師・准看護師養成所の指定及び監督等を行う。 

(エ) 地域で活躍する看護職員等の確保推進事業（地域医療介護総合確保基金を活用） 

４９，２８１千円 

保健所、地域の中核的医療機関、関係団体等を中心とした地域包括的感染症対策ネットワー

クを構築し、人材の育成等を行うとともに、育成した人材等と協働し、医療・福祉関係施設等

での感染症への対応力向上を図る。 

(オ) 「看護」に関する普及啓発 ３０２千円 

功労のあった看護師の表彰を行うほか、府内の高等学校に在学中の高校生を対象に、看護に対

する理解を深めるとともに進路の参考となるよう、「一日看護師体験」を実施するとともに、看

護職の資格取得に関する情報を掲載したリーフレット「看護への道」を配布する。 

② 看護職員の定着及び再就業の促進 

(ア) 病院内保育所の整備・運営支援（地域医療介護総合確保基金を活用） ４３３，２１４千円 

医療法人等が設置する院内保育施設の運営及び施設の新・増改築に係る工事費の一部を助成

する。運営費補助については、近隣医療機関の医療従事者に対する児童受入れ体制を整備してい

る場合、一定の要件のもと、加算額を交付する。 

(イ) 新人看護職員研修支援等（地域医療介護総合確保基金を活用） １６５，１２３千円 

病院において実施する新人看護職員研修に要する経費を助成し早期離職を防止するとともに、

新人看護職員を対象とした多施設合同研修を実施する。 

(ウ) ナースセンター事業（地域医療介護総合確保基金を一部活用） ６０，０３３千円 

（公社）大阪府看護協会内にナースセンターを設置し、資格を持ちながら家庭等に潜在してい

る未就業看護職員に対して、情報提供、再就業支援講習会等の実施、無料職業紹介等の業務を行

うナースバンク事業を実施する。 

また、看護職員離職時の届出制度を活用し、求職・復職に向けたきめ細やかな働きかけによる

再就業支援を実施する。 

加えて、ベテラン看護職員や潜在看護職員等を対象に災害・非常時等に必要な専門研修を実施

し、災害時や感染症対応等に活躍できる人材を育成するとともに、災害時・感染症まん延時にお

いて、他の医療機関等への派遣に迅速かつ的確に対応できる看護職員（災害支援ナース）を派遣
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するための体制整備を図る。 

(エ) 潜在看護師等オーダーメイド研修（地域医療介護総合確保基金を活用） １５,０００千円 

体験演習などを中心としたより実践的な離職者のための再就業支援研修を実施し、潜在看護

師等のニーズにあった円滑な復職を支援する。 

(オ) 看護補助者処遇改善事業 ３７８，９８３千円 

病院及び有床診療所に勤務する看護補助者を対象に、賃上げ効果が継続される取組みを行う

ことを前提として、収入を引き上げるために必要な措置を実施する。 

 

 

《府内の養成状況》 （令和６年４月現在） 

●課程数 

区分 保健師 助産師 
看護師 統合 

(看＋保) 
５年一貫 准看護師 

３年課程 ２年課程 

大学院 2 3 - - - 

 大学 13 9 19 0 1 

短大 1 0 1 1 0 

専門学校等 0 3 33 4 1 0 6 

高  校 0 0 0 0 0 2 1 

  ※通信制課程および募集停止を除く。 

●入学定員 

区分 保健師 助産師 
看護師 統合 

(看＋保) 
５年一貫 准看護師 

３年課程 ２年課程 

大学院 16 18 - - - 
 
 

大学 195 80 1750 0 100 

短大 40 0 80 100 0 

専門学校等 0 45 1928 165 40 0 330 

高  校 0 0 0 0 0 110 120 

計 251 143 3758 265 140 110 450 

  ※大学については、保健師・助産師課程は看護師課程と重複する数を含んでいる。 

  ※通信制課程および募集停止を除く。 

 

２ 救急医療体制の整備 

府民が安心して暮らせるよう、「大阪府医療計画」に基づき、初期、二次、三次に至る（小児科や特

定科目を含む）府内の救急医療体制の充実に努める。 

(1) 救急医療情報システムの運用等（地域医療介護総合確保基金を一部活用） ５３２，０７９千円 

消防・医療関係者向けに救急医療情報、災害医療情報を提供するとともに、スマートフォン等を活

用した「大阪府救急搬送支援・情報収集・集計分析システム（ＯＲＩＯＮ）」の運用により、「大阪府

傷病者の搬送及び受入れの実施基準」に基づく迅速かつ適切な救急搬送・受入体制の整備や実施基準

の運用状況を検証する仕組みを構築する。また、大阪府救急医療情報センターの運営を行う。 

○救急・災害医療で必要な情報を収集・管理し、消防・医療関係者に提供 

○休日・夜間救急診療所や救急病院の情報を24時間体制で府民に提供 
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○医療圏内の病院に対し一括で緊急搬送要請を実施する機能「まもってＮＥＴ」を運用 

○二次医療機関での受入困難患者等の受入調整を行う三次ネットワークコーディネート事業 

を実施 

(2) 救急受入体制の整備 

① 救急搬送患者の受入促進（地域医療介護総合確保基金を活用） ４３８，５００千円 

救急搬送が困難となっている症例（搬送困難症例）の受入れに協力する医療機関に対し、経費の一

部を助成する。 

② 休日・夜間における小児救急搬送患者の受入促進（地域医療介護総合確保基金を活用） 

１５８，１８０千円 

入院治療が必要な小児の重症救急患者を受入れる救急病院の運営費を市町村とともに助成する。 

③ 眼科・耳鼻咽喉科二次救急医療体制の整備（地域医療介護総合確保基金を活用） 

７１，７２１千円 

初期救急医療機関で対応できない眼科・耳鼻咽喉科の重症患者を受入れる後送病院を輪番制で確保

する。 

(3) 救命救急センターの運営支援等 ２，２９４，１７９千円 

府立中河内救命救急センター（指定管理者：地方独立行政法人市立東大阪医療センター）を運営

するとともに、他の救命救急センター（関西医科大学総合医療センター、大阪府済生会千里病院、

近畿大学病院、大阪医科薬科大学病院、泉州救命救急センター）の運営及び医療機器の整備等に対

して助成する。また、救命救急センターの機能集約等に係る検討を行う。 

《救急医療体制整備状況》 

 事項 整備状況 

初期救急医療体制 休日急病診療体制 47か所 

二次救急医療体制 二次救急医療機関 280か所 

三次救急医療体制 
救命救急センター 16か所 

小児救命救急センター ３か所 

 （令和６年１月現在） 

 

(4) 小児救急電話相談体制の整備（地域医療介護総合確保基金を活用） ７１，７７５千円 

適切な受診行動を促すことで夜間の二次救急病院への患者集中を緩和し、救急病院に勤務する医師

の負担軽減に繋げるため、小児科医による支援体制のもと看護師による夜間の子どもの急病等に関す

る電話相談を実施する。 
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《三次・小児救急医療体制》 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和５年４月１日時点） 

  

豊能町 

能勢町 

堺 市 

大阪市 

大阪 
狭山市 

千早赤阪村 

河南町 

太子町 

河内長野市 

柏原市 

岬 町 

阪南市 
泉南市 

四條畷市 

枚方市 

交野市 

島本町 

泉佐野市 

忠岡町 

田尻町 

藤井寺市 
松原市 

八尾市 

大東市 
門真市 

寝屋川市 

吹田市 豊中市 

茨木市 
箕面市 

池田市 
高槻市 

貝塚市 

岸和田市 

摂津市 

守口市 

富田林市 

羽曳野市 

泉大津市 
高石市 

和泉市 
熊取町 

東大阪市 

● 救命救急センター施設名 
〔病床数（内特定集中治療管理病床数）〕 

※特定集中治療管理とはICU、CCU、SCU、HCU、
熱傷ベッドをいう 

 
● 小児救命救急センター施設名（小児） 

〔専用病床数（内PICU等病床数）〕 
※PICU等とはICU、PICU、NICUをいう 
 ICUについては、小児のみでなく病院の総数 
 となる 

岸和田徳洲会病院〔48（20）〕 

大阪急性期・総合医療センター 

〔30（30）〕 

りんくう総合医療 

センター〔30（18）〕 

大阪医科薬科大学〔41（８）〕 

関西医科大学附属病院 

〔32（24）〕 

大阪府立中河内救命救急 

センター〔30（16）〕 

近畿大学病院 

〔30（30）〕 

大阪大学医学部附属病院〔20（20）〕 

大阪府済生会千里病院〔43（12）〕 

大阪市立総合医療センター〔60（35）〕 

         （小児）〔40（40）〕 

関西医科大学総合医療 

センター〔32（14）〕 
国立病院機構大阪医療センター〔26（26）〕 

大阪赤十字病院〔41（16）〕 

大阪警察病院〔62（48）〕 

大阪公立大学医学部附属病院〔30（6）〕 

堺市立総合医療センター〔33（33）〕 

大阪母子医療センター（小児）〔18（18）〕 

高槻病院（小児）〔79（37）〕 

豊能 

二次医療圏 

三島 

二次医療圏 

北河内 

二次医療圏 

中河内 

二次医療圏 

堺市 

二次医療圏 

泉州 

二次医療圏 

大阪市 

二次医療圏 

南河内 

二次医療圏 
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３ 災害医療体制の整備 

災害拠点病院の整備や医薬品等の確保を行うなど、災害医療体制の整備・充実を図る。 

(1) 施設等の整備 

① 災害拠点病院支援施設に対する医療機器等整備の支援 ２０，６９５千円 

基幹災害拠点病院である大阪急性期・総合医療センターに設置する災害拠点病院支援施設（被災者

の受入れや初期治療等に必要な病室・機材等を備える。）に対し、必要な医療機器等を整備するため

の費用を助成する。 

② 災害拠点病院における衛星無線の運用 ４６，５５９千円 

電話回線が途絶した場合にも医療救護活動を行うことができるよう、災害拠点病院に整備した防災

行政無線を適正に維持管理する。また、現行の衛星無線システムの運用終了に合わせ災害拠点病院の

防災行政無線を次世代機に更新する。 

③ 救急病院の耐震化等の支援 １，６３４，４８２千円 

府内救急病院に耐震化工事及び施設整備にかかる経費の一部を助成する。 

④ 医療機関に対する浸水対策支援 ２７，０３９千円 

浸水想定区域に立地する医療機関に対し、浸水対策に係る研修会を実施するとともに、止水板・排

水ポンプ等の資材の購入にかかる費用の一部を助成する。 

(2) 資機材等の整備 

① 災害拠点病院における医薬品等の確保 ５，７７５千円 

発災後３日間の入院患者が必要とする医薬品等について、災害拠点病院と契約を締結し、病院備蓄

を利用した医薬品等の確保・供給体制を整備する。 

② 原子力事故を想定した調査の実施及び医療用資機材の整備 ２２，９２８千円 

府内の原子力事業所において原子力事故が起こった場合を想定し、「大阪府緊急被ばく医療活動マ

ニュアル」を基に、放射線事故と被ばく医療形態及び傷病についての調査及び検討会を実施するとと

もに、原子力災害拠点病院等に必要な医療用資機材を整備する。 

③ ＮＢＣ災害に備えた災害拠点病院における防護服等資機材の整備 ２０，０００千円 

災害拠点病院がＮＢＣ災害時に円滑な医療活動が実施できるよう防護服や除染設備等を助成する。 

(3) 災害派遣医療チーム研修（ＤＭＡＴ研修）の実施等（地域医療介護総合確保基金を一部活用） 

２５，３７４千円 

「大阪ＤＭＡＴ」の育成のためＤＭＡＴ研修を実施するとともに、「大阪ＤＭＡＴ」として派遣さ

れた者の災害現場での事故に備えた保険の保険料を負担するなど、体制の整備を図る。 

また、災害発生時に派遣されるＤＭＡＴ等の保健医療活動チームの派遣調整や府保健医療調整本

部等に対し必要な助言等を行う災害医療コーディネーターの養成研修を実施する。 

さらに、普段救急医療や災害医療に従事していない医療従事者を対象に災害医療及び外傷初期診

療の基本等の研修を実施する。 

(4) 災害を想定した訓練の実施等 

① 近畿地方ＤＭＡＴブロック訓練の実施（地域医療介護総合確保基金を活用） １０,６０３千円 

近畿２府４県のＤＭＡＴと医療機関、消防、行政等との連携・調整により大規模災害発生時にお

いて適切な医療を提供するための連携を図る訓練を実施する。 

② 万博開催における災害医療訓練の実施等 ７,７３３千円 

万博会場周辺で行う局地的な災害を想定した訓練等を実施することで、災害発生時に被害を最小限

に留める災害医療体制を構築する。 
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《災害拠点病院 一覧》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

豊能町 

能勢町 

堺 市 

大阪市 

大阪 
狭山市 

千早赤阪村 

河南町 

太子町 

河内長野市 

柏原市 

岬 町 

阪南市 
泉南市 

四條畷市 

枚方市 

交野市 

島本町 

泉佐野市 

忠岡町 

田尻町 

藤井寺市 
松原市 

八尾市 

大東市 
門真市 

寝屋川市 

吹田市 豊中市 

茨木市 
箕面市 

池田市 
高槻市 

貝塚市 

岸和田市 

摂津市 

守口市 

富田林市 

羽曳野市 

泉大津市 

高石市 

和泉市 
熊取町 

東大阪市 
大阪市 

二次医療圏 

豊能 

二次医療圏 

三島 

二次医療圏 

北河内 

二次医療圏 

南河内 

二次医療圏 

堺市 

二次医療圏 

泉州 

二次医療圏 

中河内 

二次医療圏 

 基幹災害拠点病院 
● 地域災害拠点病院 

関西医科大学 

附属病院 

大阪府立中河内 

救命救急センター 

近畿大学 

病院 

大阪大学医学部附属病院 

大阪府済生会千里病院 

大阪市立総合医療センター 

関西医科大学 

総合医療センター 

国立病院機構大阪医療センター 

多根総合病院 

大阪赤十字病院 

大阪公立大学医学部附属病院 

市立東大阪 

医療センター 

堺市立総合医療センター 

岸和田徳洲会病院 

大阪医科薬科大学 

病院 

大阪警察病院 

大阪急性期・総合医療センター 

りんくう総合医療センター 
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４ 脳卒中、心臓病その他の循環器病対策の推進 ５，５００千円 

健康寿命の延伸等を図るための脳卒中・心臓病その他の循環器病対策に関する基本法に基づき、循環

器病対策に関係する者からの意見聴取等を行う。 

また、第２期大阪府循環器病対策推進計画に基づき、循環器病における急性期から維持期までの多職

種が連携した一体的な医療提供体制を構築するため、医療従事者等の研修等を行い、包括的な支援体制

を整備する。 

 

５ 献血の推進 ５，６６６千円 

大阪府赤十字血液センター及び市町村献血推進協議会等と連携のもと、地域・職域・街頭献血を推

進し、安定的な献血を確保する。また、若年層を中心とした府民に対する献血の普及啓発を実施する。 

加えて、血液製剤の安全性を確保するため、成分献血と 400mL献血の推進を図るとともに、検査目

的の献血をなくすため、献血の正しい知識や必要性、血液製剤の適正使用の周知及び普及啓発を行う。 
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保健医療室 地域保健課 

 

１ 難病対策の推進 

難病は、発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当

該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることから、難病の特性に応じて保健・医

療・福祉その他関連施策と連携した総合的な取組みが必要とされている。これを踏まえ、患者の経

済的負担を軽減するため、医療費助成を行うとともに、保健所、大阪難病相談支援センター、大阪

難病医療情報センターにおいて難病患者等に対する療養生活支援事業を行う。 

(1) 地域における難病対策及び慢性疾患児童対策の維持向上 ６４４千円 

「大阪府難病児者支援対策会議」において各分野の専門家と意見交換を行うことにより、難病

患者等の実情や課題を情報共有し難病対策等の維持向上を図る。 

(2) 相談・情報提供機能の充実 ２８，５５６千円 

① 大阪難病相談支援センターの運営 

難病患者・家族等の療養上・生活上の悩み、不安等の解消を図るとともに、電話や面談等による

相談、患者会等の交流促進など、難病患者の様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援を行う。 

② 大阪難病医療情報センターの運営 

大阪府難病診療連携拠点病院等を中心とした連携体制を構築することにより、医療的側面から在

宅難病患者の医療相談や、医療提供体制の充実及び療養生活支援を保健所や関係機関と連携の下で

行う。 

(3) 医療費の助成 １３,１３６,４９８千円 

① 難病患者に対する医療費助成 

〇難病法に基づく医療費助成 

発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾

病にかかることにより長期にわたる療養が必要となるものの中から、厚生労働大臣が厚生科学

審議会の意見を聴いて指定する指定難病の患者に対して、保険診療における医療費助成を行

う。 

※対象疾病は、大阪府地域保健課ホームページに掲載。 

（ＵＲＬ http://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/atarasiiiryouhizyose/index.html） 

〇特定疾患医療費援助 

国が指定するスモン等の４対象疾病の患者に対して、保険診療における医療費助成を行う。 

〇大阪府指定疾患医療援助 

蛋白喪失性腸症、肺線維症及び悪性腎硬化症の３疾患の患者に対して、保険診療における医

療費助成を行う。 

② 先天性血液凝固因子欠乏症等患者に対する医療費助成 

先天性血液凝固因子欠乏症等について、保険診療における医療費助成を行う。 

※先天性血液凝固因子欠乏症一覧は、大阪府地域保健課ホームページに掲載。 

（ＵＲＬ http://www.pref.osaka.lg.jp/chikikansen/senntenn/index.html） 

(4) 地域における難病対策の推進 ３４，４９４千円 

① 保健所による患者等への支援 

様々な問題を抱えている難病患者等に対し、保健所において、保健師の相談・訪問指導や理学療

http://www.pref.osaka.lg.jp/kenkozukuri/atarasiiiryouhizyose/index.html
http://www.pref.osaka.lg.jp/chikikansen/senntenn/index.html
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法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士等による専門的指導を行う。 

また、難病患者等への地域における療養生活支援体制を整備するため、協議会の運営、保健・医

療・福祉に関する相談会や患者・家族の交流会等の事業や、市町村に対する個別避難計画作成の働

きかけを実施する。 

② 患者を抱える家族への緊急時における支援（在宅難病患者一時入院事業） 

在宅難病患者が、介護者の疾病等の理由により介護が受けられなくなった場合に、緊急一時的に

入院することができる病床を確保する。 

③ 発災時の在宅難病患者に対する支援体制の整備（地域医療介護総合確保基金を活用) 

   発災時に、在宅で人工呼吸器を使用している難病患者に適切な支援が行えるよう、医療機関に対

して研修を実施する。 

 

２ 精神保健・医療の推進 

(1) 精神保健の推進 

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」、「自殺対策基本法」、「アルコール健康障害対策

基本法」、「ギャンブル等依存症対策基本法」、「大阪府ギャンブル等依存症対策基本条例」等に基

づき、精神障がい者の権利の擁護を図りつつ、適切な医療及び保護を行い、府民のこころの健康

の保持・増進等、精神保健関係施策の推進を図る。 

① 各種依存症患者への支援の充実 １３３，９４７千円 

アルコール・薬物・ギャンブル等といった依存症の当事者・家族などに対する治療体制や相談支

援体制及び回復支援体制の強化を図るとともに、依存症問題に関する関心と理解を深めるための普

及啓発活動を実施する。 

また、「大阪府ギャンブル等依存症対策基本条例」や「第２期大阪府ギャンブル等依存症対策推進

計画」（令和５年３月策定）に基づき、普及啓発・相談支援体制・治療体制・切れ目のない回復支援

体制の強化、「（仮称）大阪依存症センター」の設置に向けた検討など大阪独自の支援体制や調査・

分析の推進及び人材の養成を基本方針に、依存症対策を総合的かつ計画的に推進する。 

なお、「ギャンブル等依存症対策基金」の周知を図るとともに、その活用に向けた検討を進める。 

さらに、「第２期大阪府アルコール健康障がい対策推進計画」（令和６年３月策定）に基づき、ア

ルコール健康障がい対策を総合的に推進する。 

② 自殺対策の推進 １４０，８８０千円 

令和５年３月に策定した「大阪府自殺対策計画」に基づき、相談支援従事者等の対応力の向上を

めざす人材養成や、重層的な対応を可能とするための相談窓口の強化、保健所や市町村、民間団体

等によるネットワークの構築を推進するとともに、産後うつ等妊産婦のこころの健康への対応等を

行う「大阪府妊産婦こころの相談センター」、自殺者数が増加傾向にある若年層を対象とするＳＮＳ

を活用したこころの悩み相談「大阪府こころのほっとライン」を引き続き実施する。 

また、孤独・孤立対策など関連施策との有機的な連携を強化して民間団体等との協働を推進する。 

③ 府保健所におけるこころの健康相談等の実施 ２４，４７８千円 

府保健所において、総合的なこころの健康相談や精神障がい者の保健･医療の相談･訪問等を行う。 

(2) 精神科医療の推進 

① 精神科医療体制の整備 

(ア) 適正な精神科医療の確保 ３５，０１６千円 
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府内（大阪市・堺市・吹田市・高槻市・枚方市・八尾市・寝屋川市内を除く。）における精

神科病院（精神科病床を有する病院）に対し、入院患者の人権尊重を基本とした適正な医療の

提供と処遇の向上及び虐待の防止を図るため、報告徴収、立入調査及び入院患者への診察を実

施した上で、必要な指導を行う。 

また、令和４年の「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」の改正により、精神科病院

における障がい者虐待防止の規定が新設されたことから（令和６年４月施行）、虐待対応通報

受付窓口を設置し、虐待が疑われる場合は、精神科病院に対し、報告徴収、立入検査及び入院

患者への診察を実施した上で、必要な指導を行う。 

さらに、「精神医療審査会」において、医療保護入院届、更新届、入院患者等からの退院又

は処遇改善請求等の審査を行うとともに、「精神科医療機関療養環境検討協議会」を運営する。 

(イ) 精神障がい者への医療費助成等 ２０，０９９，３１３千円 

大阪府知事が入院措置した者及び在宅精神障がい者の通院医療に係る医療費について、保険

診療における自己負担分を公費助成する。 

(ウ) てんかん診療の地域連携体制の整備 ９５９千円 

「てんかん支援拠点病院」において、専門的な相談や治療、関係機関との連携・調整、普及

啓発等を行う。 

② 精神科救急医療体制の整備（救急患者の受入病院の確保等） ４７３，００２千円 

府内精神科病院における夜間休日の措置診察の実施、入院受入医療機関の確保及び一般科救急病

院に搬送された精神疾患を有する身体合併症患者への対応体制の整備に取り組むとともに、専門相

談員等による府民、救急隊、警察等からの受診・入院等の医療相談に対応する。 

 

３ 母子保健・医療の推進 

成育医療等基本方針に基づき、全ての成育過程にある者等が健やかに育つ社会の実現に向け、「健

やか親子 21」を通じた取組みを進め、市町村による住民に身近な母子保健施策の充実と、府による

専門性の高い母子保健施策と広域的な母子保健対策を展開する。 

また、市町村等が実施する医療費給付について、費用負担を適切に行う。 

さらに、大阪府医療計画（第７章第 9 節 周産期医療）等に基づき、高度専門的な周産期医療を効

果的に提供する周産期母子医療センターの運営補助等により、限られた医療資源を有効に活かしな

がら、将来を見据えた周産期医療提供体制の整備を図る。 

(1) 母子保健の推進 

住民に身近な市町村が一般的な母子保健施策を実施し、府は専門性の高いハイリスクな慢性疾

患や身体障がい児等に対する母子保健施策や広域・専門的な母子保健対策を展開する。 

① 児童虐待発生予防対策 ８，３８７千円 

「予期せぬ妊娠」等で妊娠に悩む人を早期に把握し、孤立することなく必要な支援を受けられる

よう、関係機関が連携して継続的に支援する体制を整備するとともに、妊娠期から子育て期まで切

れ目なく子育て施策を展開する環境整備を行う。 

また、地域の医療機関等において児童虐待防止体制構築を推進する。 

② 母子保健コーディネーターの育成 ７３４千円 

市町村保健師及び助産師を対象とした母子保健コーディネーターの育成研修や、妊娠･出産包括支

援推進連絡会議を行い、市町村が事業主体となる妊娠･出産包括支援事業の円滑な実施を支援する。 
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③ 妊産婦のメンタルヘルスネットワーク構築事業 １１，０３０千円 

妊産婦が安心して出産できる環境を整備するため、妊産婦のメンタルヘルスに関する課題に対

応する医療機関、市町村、関係機関等と連携したサポート体制のネットワーク構築を図る。 

④ 障がい・難病児等への支援 ９，７２０千円 

専門的なサービスを必要とする障がい・難病児等の地域での支援体制の整備（小児慢性特定疾病

児童等自立支援事業を含む）を推進する。 

また、「大阪府難病児者支援対策会議」の各分野の専門家と意見交換を行うことにより、難病患者

等の実情や課題を情報共有し、難病対策等の維持向上を図る。 

⑤ 移行期医療支援体制整備事業 ４，２７６千円 

小児慢性特定疾病の児童が成人後も適切な医療を受けられるよう、移行期医療支援センターを設

置し、小児診療科と成人診療科の連携体制の整備並びに小児慢性特定疾病児童等及びその家族等の

移行期における相談支援を実施する。 

⑥ 先天性代謝異常等検査の実施 ２５８，８９７千円 

先天性代謝異常症、先天性副腎過形成症及び先天性甲状腺機能低下症の早期発見及び早期治療が

図られるよう、府内の医療機関で出生した新生児を対象に「マススクリーニング検査」を実施する。 

また、国が実施する実証事業に参画し、重症複合免疫不全症及び脊髄性筋萎縮症を対象とする新

生児マススクリーニング検査を実施する。 

⑦ 難聴児早期発見・早期療育体制の整備 ６２６千円 

新生児の聴覚障がいの早期発見・早期療育が図られるよう、府内一元的な検査体制を整備する。 

⑧ 不妊症・不育症等に関する相談及び情報提供等の実施 １８，８８４千円 

大阪府・大阪市での「おおさか性と健康の相談センター」の共同運営及び関係機関等による協議

会を開催し、不妊症・不育症・グリーフケアのほか、女性やカップルを対象として、将来の妊娠の

ための健康教育を促す取組みであるプレコンセプションケアに関する専門相談及び情報提供等を行

い、不妊等に悩む府民の身体的・精神的負担の軽減を図るとともに、出産を望む府民を支援する。 

⑨ 不育症検査への助成 ２，７００千円 

国が創設した助成事業を活用し、現在研究段階にあり保険適用を見据え先進医療として実施され

る不育症検査に要する費用の一部を助成する。 

⑩ 「旧優生保護法一時金受付・相談窓口」の運営 １１，２０１千円 

「旧優生保護法一時金支給法」に基づく一時金請求やこれに係る相談を受け付けるとともに、請

求内容の調査や支給対象となりうる方へ情報が届くよう積極的な周知・広報を行う。 

⑪ 小児慢性特定疾病にり患した児童への医療費助成 １，０２６，７２５千円 

「児童福祉法」に基づき国が定める小児慢性特定疾病にり患した児童に対する医療給付を行う。 

⑫ 身体に障がいのある児童への医療費助成 １８，８８２千円 

「障害者総合支援法」に基づき、市町村が実施する身体に障がいのある児童に対する医療給付 

について、費用の一部を負担する。 

⑬ 未熟児への医療費助成 １３４，２４９千円 

「母子保健法」に基づき、市町村が実施する入院を必要とする未熟児に対する医療給付につい

て、費用の一部を負担する。 

⑭ 結核にり患した児童への医療費助成 ２７７千円 

「児童福祉法」に基づき、結核にり患した児童に対する療養等に必要な医療費の給付を行う。 
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⑮ 小児在宅医診療の促進（地域医療介護総合確保基金を活用） ２，９４９千円 

地域の内科医等を対象に、在宅の小児の医療的ケアに必要な医療技術の習得、小児の特性理解等

を目的とした研修を行う。 

⑯ 「出産・子育て応援交付金事業」の実施 １，２３７，５６０千円 

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、妊娠期から出

産・子育てまでの一貫した伴走型相談支援の充実と、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等への経

済的支援を一体として実施する市町村に対し、補助を行う。 

(2) 周産期医療体制の整備 

 

《周産期母子医療センター位置図》 
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① 周産期母子医療センターの運営支援 １，０４５，９８６千円 

高度専門的な周産期医療を効果的に提供する周産期母子医療センターの運営費に対し補助する。 

② 周産期緊急医療体制の整備 

(ア) コーディネーターの設置 ３９，０２４千円 

大阪母子医療センターに委託し、緊急搬送が必要となる府内のハイリスク妊産婦の搬送調整

を担う専任医師をコーディネーターとして設置することで、緊急搬送を円滑に実施する。 

(イ) 緊急搬送体制の整備 １７，６４７千円 

危険な状態にある妊産婦や新生児を専門医療機関へ緊急に搬送し、適切な医療が受けられる

体制を確保する。 

(ウ) 産婦人科救急搬送体制の整備 １２８，６８６千円 

かかりつけ医がいない未受診妊産婦等の救急搬送を休日・夜間等に受け入れる医療機関を当

番制により確保する。 

(エ) 周産期緊急医療体制の確保 ９，８００千円 

ＮＭＣＳ（新生児診療相互援助システム）、ＯＧＣＳ（産婦人科診療相互援助システム）の

参加病院について助成を行っている大阪府医師会の事業に対し、補助を実施する。 

 

４ 原爆被爆者の援護 １，８０６，２７６千円 

「原爆被爆者援護法」に基づき、被爆者健康手帳を交付する。また、年２回の定期健康診断（希

望者には各種がん検診等の受診が可能）を実施するとともに、医療の給付、各種手当等の支給を行

い、原爆被爆者の健康の保持増進を図る。 

また、介護保険利用等助成事業、在外被爆者支援事業及び被爆二世健康診断調査事業を実施する

ほか、生活支援等事業及び健康相談等事業を通じて、原爆被爆者の福祉の向上を図る。 

 

５ ハンセン病対策の推進 １７，２８６千円 

療養所に入所している本府出身者に対する見舞金の支給及び大阪への里帰り事業を実施する。 

また、ハンセン病回復者及び家族等が相談を行うことができるコーディネーターの設置や、大阪

急性期・総合医療センター等の診療体制整備、療養所入所者への診療・看護に関する研修に対し府

内の医療従事者等を派遣するなど、社会復帰等のための総合的な支援を行う。 

さらに、ハンセン病回復者等に対する偏見や差別の解消と尊厳回復を図る啓発事業として、パン

フレットの配布や講演会・交流会を開催する。 

 

６ こころの健康総合センターの運営 ４９，７５５千円 

地域の精神保健福祉における活動推進の中核的な機能を備えた精神保健福祉センターとして、精

神保健福祉法の理念にのっとり、府民の精神的健康の保持増進、精神障がいの予防、適切な精神医

療の推進、地域生活支援の促進、自立と社会経済活動への参加の促進のための援助等を行う。 

 

７ アレルギー疾患対策の推進 ２，６５８千円 

「アレルギー疾患対策基本法」、「アレルギー疾患対策の推進に関する基本指針」を踏まえたアレ

ルギー疾患対策を総合的に推進するため、「大阪府アレルギー疾患対策連絡会議」を設置し、「大阪

府アレルギー疾患医療拠点病院」を中心とした診療連携体制や医療人材の育成・普及啓発など、府
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民のアレルギー疾患の発症・重症化予防や症状改善のための取組を行う。 

 

８ 臓器移植対策の推進 

臓器提供意思表示カードの普及啓発をはじめとする臓器移植対策や骨髄移植・末梢血幹細胞移植

に関する正しい知識の普及啓発等、骨髄移植対策の推進を図る。 

(1) 臓器移植等の推進 ７，２４５千円 

臓器移植に関わる業務を行う大阪府臓器移植コーディネーターを配置して、（公社）日本臓器移

植ネットワークとの連携により移植医療を推進する。 

また、（公財）大阪腎臓バンクと連携し、府内における腎移植を推進する。 

さらに、骨髄移植・末梢血幹細胞移植に関する正しい知識の普及啓発や骨髄バンクドナーの休

日登録会、府内４か所の保健所（池田、四條畷、富田林、和泉）における骨髄バンクドナーの登

録（平日・予約制）を実施する。 

(2) アイバンクへの支援 

（公財）大阪アイバンクの角膜提供者確保の推進を図るとともに、角膜移植に関する知識の普

及啓発を図る。 
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保健医療室 感染症対策課 

 

１ 感染症対策の推進 

「大阪府感染症予防計画」に基づき、感染症の発生予防・まん延防止・医療提供体制の整備等の総

合的な感染症対策を推進する。 

(1) 新興感染症への対応等 

① 医療措置協定締結等による体制整備 １０,２５５千円 

感染症によるパンデミックに対応できる体制構築に向け、平時から医療措置協定の締結や感染症

予防計画に基づく取組状況の進捗確認、関係機関間の連携を図る。 

② 協定締結医療機関に対する施設設備整備支援 ２，４２７，２００千円 

新興感染症発生・まん延時の備えを強化するため、新興感染症の対応を行う旨の協定を締結した

医療機関が行う設備整備に対し、補助を行う。 

③ 「大阪府新型インフルエンザ等対策行動計画」の改定等 ９０，１６１千円 

政府行動計画の改定を踏まえ、「大阪府新型インフルエンザ等対策行動計画」を改定するととも

に、医薬品や個人防護具等の備蓄、医療機関に対する設備整備事業補助金の交付など、新興感染症

の発生・まん延に備えた対策を講じる。 

④ 新型コロナウイルス感染症無料検査事業に係る債権回収 １７９，９５８千円 

新型コロナウイルス感染症無料検査事業に係る補助金返還請求事案について、弁護士への相談を

行いながら、法的措置も含めた債権回収の手段を講じる。 

(2) 発生予防の推進 

① 感染症情報センターによる情報の収集・提供等 ３５，５８２千円 

感染症の疾患ごとに全数把握（全医療機関から報告）、定点把握（区域毎に定められた医療機関か

ら報告）および病原体定点（検体提出による病原体情報）による発生状況の正確な把握と分析を行い、

結果を速やかに感染症情報センターのホームページにて提供するとともに、府のホームページにおい

ても、感染症の予防・啓発を行う。 

② 予防接種に係る取組み ３３５，５５０千円 

予防接種事業や予防接種後の健康状況調査事業等を行うほか、「予防接種法」に基づき市町村が実

施する予防接種健康被害者への救済事業に対して補助を行う。 

③ 風しんワクチン接種の促進 ５８，９７１千円 

風しんの抗体価が十分でなく、ワクチン接種が必要と判定された妊娠を希望する女性とその配偶者

等に対し、市町村が実施する風しんワクチン接種費用への助成事業に対し補助を行う（府内全市町村

が助成事業を実施）。 

④ 造血細胞移植等後の定期予防接種ワクチン再接種の促進 ５４０千円 

定期の予防接種で得た免疫が造血細胞移植や化学療法によって失われた場合の再接種費用を助成

する市町村に対し補助を行う。 

⑤ ＨＰＶワクチン接種体制強化事業 ９，５７８千円 

ＨＰＶワクチン接種の積極的勧奨が令和４年４月から再開されたことから、接種前の懸念不安や接

種後に生じた様々な症状等に関する相談体制の強化を行う。 

⑥ 新型コロナウイルスワクチンに係る専門的相談体制の確保 ９６，０１８千円 

副反応等に対する専門的な相談窓口の設置及び専門的医療体制を確保する。 
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(3) まん延防止の推進 

① 先天性風しん症候群の抗体検査の実施 ３５，６５６千円 

妊娠を希望する女性等に対し、抗体価を確認するための抗体検査を協力医療機関において無料で実

施する。 

② ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）・エイズ（後天性免疫不全症候群）等の相談指導および検査体制

の充実 ４１，８１７千円 

保健所に相談窓口を設置するとともに、大阪市と共同して外国語による外国人エイズ電話相談事業

を実施する。 

また、エイズ治療拠点病院等の担当医師からの要請に基づき、ＨＩＶ陽性者およびその家族等の心

理的、社会的支援を行うエイズ専門相談員を派遣する。 

ＨＩＶ等検査については、保健所において無料・匿名の検査を実施するとともに、大阪市と共同し

て、平日夜間や休日に検査を受けられる検査場を運営する。 

さらに、性感染症に関する正しい知識の普及啓発事業を実施するとともに、早期発見のため、保健

所等においてクラミジアトラコマチス検査、ＨＢⅤ（Ｂ型肝炎ウイルス）検査および梅毒血清反応検

査を実施する。流行している梅毒については、検査機会を拡充するととともに、若年層等の感染者報

告数の多い層を中心に啓発を強化する。 

③ 蚊媒介感染症対策の実施 

「大阪府蚊媒介感染症（デング熱・チクングニア熱およびジカウイルス感染症）対策・対応マニュ

アル」（平成30年12月策定）に基づき、府民への蚊の刺咬に関する防除対策についての啓発や各自治

体と共同した蚊媒介感染症の予防対策を行う。 

④ エボラ出血熱などの海外における流行感染症に関する対策の実施 

海外感染症について、ＷＨＯ（世界保健機関）やＣＤＣ（米国疾病予防管理センター）などの情報

を確認し、流行の拡大により国内での発生が憂慮された場合には厚生労働省との協議の上、保健所設

置市、市町村、医療機関などと連携し、感染対策を行う。 

⑤ 大阪・関西万博の開催に向けた感染症対策の強化 ６，８３７千円 

万博感染症情報解析センターによる感染症の発生・流行・病原体情報の収集・分析によりまん延防

止を推進する。また、大阪健康安全基盤研究所にて、下水サーベイランスの実証研究を行う。 

(4) 医療提供体制の整備 

① 感染症患者の指定医療機関への移送 １,２６６千円 

感染力が極めて高く、ヒトに感染させる危険性が高い感染症の患者を、アイソレータ（感染症患者

搬送用陰圧式移動ベッド）により感染症指定医療機関へ移送する。なお、現在所有する移送車のうち

１台については、患者負担の軽減等を考慮して、車椅子型のアイソレータを搭載できる仕様としてい

る。 

② 感染症患者への医療費助成 ７９４千円 

入院勧告を受けた患者に対し、全額または一部医療費の負担を行う。 

③ 指定医療機関に対する運営支援 １７２，９２０千円 

各感染症指定医療機関に対し、運営費補助を行う。 

④ ＨＩＶ・エイズ医療体制の充実 ６２８千円 

「大阪府感染症対策審議会エイズ対策及び医療連携推進部会」等を通じて、ＨＩＶ陽性者が安心し

て適切な治療が受けられる医療連携体制の推進・充実を図る。 
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また、地域の医療機関がＨＩＶ陽性者を受け入れられるよう、支援のノウハウやＨＩＶ・エイズの

基礎知識、最新の情報を啓発するための研修等を行う。 

 

 

《感染症発生動向調査等対象疾患及び疾患ごとの医療体制》 

対象疾患 
把握 
方法 

主な対応 医療体制 医療費負担 

一類感染症 
（ペスト、エボラ出血熱等 
７疾患） 

全数 
把握 

原則とし
て入院 

第一種感染症指定医療機関 
（大阪府：３病院４床）※② 医療保険適用 

（残額（入院に
係る分）は公費
負担） 

二類感染症 
（結核、ＳＡＲＳ等 
７疾患） 

全数 
把握 

状況に応じ
入院 

第二種感染症指定医療機関 
（大阪府：６病院72床）※③ 

結核病床を有する医療機関 
（大阪府：５病院253床）※④ 

三類感染症 
（腸管出血性大腸菌 
感染症等５疾患） 

全数 
把握 

特定業務へ
の就業制限 

全ての医療機関 
医療保険適用 
（残額は自己負
担） 

四類感染症 
（マラリア、エムポックス等44
疾患） 

全数 
把握 

輸入規制・
消毒・物件
の廃棄 

五類感染症 
（風しん、麻しん等24疾患） 

全数 
把握 発生動向の

把握・提供 五類感染症 
（感染性胃腸炎等25疾患） 

定点 
把握 

新感染症 
全数 
把握 

原則として
入院 

特定感染症指定医療機関 
（全 国：４病院10床、 
大阪府：１病院２床）※① 

全額公費 
（医療保険適用 
なし） 

新型インフルエンザ等感染症 
（新型、再興型インフルエンザ
新型、再興型コロナウイルス
感染症の４疾患） 

全数 
把握 

大阪府新型コロナウイルス感
染症患者等受入医療機関 

医療保険適用 
（残額（入院に
係る分）は公費
負担） 

指定感染症 
全数 
把握 

一類～三類感染症に準じた措置 

（令和６年４月現在） 

【大阪府内の感染症指定医療機関】 

※①特定感染症指定医療機関：りんくう総合医療センター２床 

※②第一種感染症指定医療機関：大阪市立総合医療センター１床、堺市立総合医療センター１床、 

りんくう総合医療センター２床 

※③第二種感染症指定医療機関：市立豊中病院14床、市立ひらかた病院８床、 

大阪市立総合医療センター32床、堺市立総合医療センター６床、 

りんくう総合医療センター６床、大阪はびきの医療センター６床 

※④結核病床を有する医療機関：大阪複十字病院30床、阪奈病院99床、大阪はびきの医療センター45床、 

大阪市立十三市民病院39床、近畿中央呼吸器センター40床 
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《参考：ＨＩＶ感染者、エイズ患者 年間新規報告数》 

※令和５年については速報値 

    

(5) 集団発生等緊急時連絡体制の整備 

近畿府県感染症担当者連絡会等の開催により、国・自治体間の連絡体制の確保を図る。 

(6) 感染症に関する知識の普及および人材の養成等 

インターネット等の活用やリーフレット等の作成、報道機関との連携のほか、府民向けセミナー

や保育士や養護教員等への研修を実施し、感染症に対する正しい知識や対処法を普及する。 

また、全ての保健所に配置している感染症対策の担当者、医療機関の医師に対し研修を実施する。 

972 921 903 

750 742
632 684 

381 367 333 345 315 252 299
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1,000

年間新規報告数（全国）

HIV感染者 全国総数（人）

エイズ患者 全国総数（人）
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50 41 34 24 24 18 17
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年間新規報告数（大阪府）

HIV感染者 大阪府総数（人）

エイズ患者 大阪府総数（人）

  大阪府 全国 
          

  総数 同性間 

性的接触 

異性間 

性的接触 
その他 総数 同性間 

性的接触 

異性間 

性的接触 
その他 

平成 29年 
ＨＩＶ感染者 124件 78% 10% 12% 972件 74% 14% 11% 

エイズ患者 50件 58% 10% 32% 381件 58% 24% 18% 

平成 30年 
ＨＩＶ感染者 116件 78% 9% 13% 921件 71% 17% 12% 

エイズ患者 41件 51% 17% 32% 367件 55% 23% 22% 

令和元年 
ＨＩＶ感染者 106件 70% 15% 15% 903件 72% 15% 13% 

エイズ患者 34件 53% 12% 35% 333件 54% 17% 29% 

令和２年 
ＨＩＶ感染者 89件 73% 8% 19% 750件 72% 13% 15% 

エイズ患者 24件 54% 21% 25% 345件 55% 17% 28% 

令和３年 
ＨＩＶ感染者 82件 70% 12% 18% 742件 72% 12% 16% 

エイズ患者 24件 46% 17% 38% 315件 49% 17% 32% 

令和４年 
ＨＩＶ感染者 73件 71% 15% 14% 632件 70% 16% 14% 

エイズ患者 18件 56% 11% 33% 252件 50% 21% 29% 

令和５年 
ＨＩＶ感染者 63件 68% 10% 22% 684件 71% 13% 16% 

エイズ患者 17件 47% 12% 41% 299件 54% 15% 31% 
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さらに、ペット等の動物由来感染症に関しては、関係部局と連携を図り専門家の意見を参考に対

策を講じる。 

① 感染症対策従事者研修の実施 ９２７千円 

各保健所における感染症対策の担当者に研修を行い知識等の向上を図る。 

② 感染症に関する普及・啓発（性感染症予防を含む。） １７，１９３千円 

感染症の発生予防やまん延防止に加え、差別や偏見をなくすことを目的とした啓発を行う。 

③ 動物由来感染症に関する調査の実施 １，２７３千円 

府内での各種サーベイランスを実施し、その状況を検討のうえ、各部局との情報共有や対策を図る。 

(7) 衛生検査所への立入検査等の実施 ６７５千円 

臨床・衛生検査技師免許の進達を行うとともに、衛生検査所の精度管理調査および立入検査等を

実施する。 

また、臨床検査技師養成施設の指定および監督に係る事務を行う。 

 

２ 結核対策の推進 

府内における新登録結核患者数・り患率は、依然、全国平均を大幅に上回り、厳しい状況にあるこ

とから、保健所設置市や医師会をはじめ保健医療関係機関と連携を図り、結核事情の改善に向けた事

業を推進する。 

《新登録結核患者数・り患率年別推移》 

 

 

 

府保健所管内（※１） 大阪府 全国 

新登録 
患者数 

り患率 
（※２） 

新登録 
患者数 

り患率 
（※２） 

新登録 
患者数 

り患率 
（※２） 

平成30年 543人 16.2 1,805人 20.5 15,590人 12.3 

令和元年 423人 13.6 1,619人 18.4 14,460人 11.5 

令和２年 342人 12.6 1,400人 15.8 12,739人 10.1 

令和３年 277人 10.2 1,171人 13.3 11,519人 9.2 

令和４年 280人 10.4 1,118人 12.7 10,235人 8.2 

※１ 大阪市、堺市、高槻市、豊中市、東大阪市、枚方市、（平成30年4月からは八尾市、平成31年4

月からは寝屋川市、令和2年4月からは吹田市）を除く。 

※２ 人口10万人対。 

 

(1) 結核患者に対する検査等の実施 

① 接触者に対する健康診断等の実施 ２９,５７３千円 

結核患者の家族、接触者を対象とする結核検診の実施や医療放置者、経過観察者に対する精密検査

を実施する。 

② 再発早期発見のための患者状況の把握 １，８５７千円 

医療機関への照会等により、治療が終了した結核患者の状況を把握する。 

③ 適正な治療と二次感染防止のための保健師による家庭訪問指導等の実施 １，５２３千円 

保健師の家庭訪問指導および結核登録者に対し結核菌検査等を実施する。 

④ 高齢者等特に重要な階層に対する結核健診等の実施 ６，９９３千円 

結核対策上、特に重要な地域および階層等に対する重点的・効果的な各種事業を実施する。 
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(ア) デインジャー層（発病した場合に多くの人に感染させる恐れのある職業に従事する者）及び

ハイリスク層（免疫低下により発病するケースが多い高齢者層）等に対する結核健診推進事業 

(イ) 患者の治療成績情報を収集・分析し検討することで課題を抽出し、効果的な治療へ結び付け

ていく結核患者治療成績評価推進事業 

(ウ) 外国人結核患者および接触者への対策 

外国人結核患者へ母国語による情報提供を行い、入院や健康診断受診に対して理解を得ため

に、入院勧告書、健康診断勧告書、ホームページの多言語化を進める。また、母国語による健診

受付ができるようにする。 

(2) 検査の実施等に対する支援 

① 定期健康診断実施への支援 ２１，１１７千円 

私立学校や施設設置者に対し、定期健康診断に要する経費を助成する。 

② 結核治療の医療費助成 ９０，１７９千円 

「感染症法」に基づき、結核治療に要する医療費の公費負担を行う。 
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健康推進室 健康づくり課 

 

１ 大阪府健康づくり推進条例及び大阪府受動喫煙防止条例並びに健康づくり４計画の推進 

平成 30年 10月に制定した「大阪府健康づくり推進条例」に基づき、府民の「健康寿命の延伸」と

「健康格差の縮小」の実現に向けた取組みを実施する。 

また、府民の健康のために、望まない受動喫煙を生じさせることのない環境整備を図るため、令和

２年４月に全面施行となった「健康増進法」及び、平成 31年３月に制定した「大阪府受動喫煙防止条

例」に基づき、全国に先駆けた受動喫煙防止対策を進める。 

さらに、令和６年３月に策定した「第４次大阪府健康増進計画」「第４期大阪府がん対策推進計画」

「第４次大阪府食育推進計画」「第３次大阪府歯科口腔保健計画」の健康づくり４計画に基づき、が

ん・生活習慣病の発症予防・重症化予防等に取り組む。 

 

２ おおさか健活10推進プロジェクトをはじめとする健康づくり 

「第４次大阪府健康増進計画」に基づき、ライフコースアプローチを踏まえた生活習慣病発症予防

を推進するとともに、10の健康づくり活動「健活１０〈ケンカツ テン〉」の認知度向上を通じて、府

民の自発的な健康づくり活動の促進を図る。 

(1) オール大阪による健康づくり推進事業 ３０，１４７千円 

『健活１０〈ケンカツ テン〉』を活用した普及啓発や「健活おおさか推進府民会議」での活動の

共有、健康づくりアワードの実施等、公民の多様な主体との連携による健康づくり活動を展開し、

オール大阪での健康づくりの気運醸成・社会環境整備を推進する。 

 

(2) 健康キャンパス・プロジェクトの推進（若い世代の健康づくり推進事業） ２，３３３千円 

大学と連携し、府内全大学を対象とした情報交換会・情報提供などを通じて健康キャンパスづく

りを推進し、若者のヘルスリテラシーの向上を図る。 

(3) 中小企業の健康づくりの推進（職域の健康づくり推進事業） ５，２６４千円 

中小企業の健康づくりを推進するため、従業員の健康等をテーマとしたセミナーの開催や健康経

営に関するリサーチを実施するとともに、啓発資材を通じて健康経営の重要性を発信する。 

(4) 健康格差の解決プログラムの促進 ２５，４４８千円 

市町村及び職域と連携し、特定健診及び特定保健指導の実施率の向上並びに働く世代からのプレ

フレイル対策を通じて、府全体での健康格差の解決を図る。 
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(5) 万博自治体催事関連事業 ６５，０００千円 

大阪・関西万博の開催という大きなチャンスを活かし、府民の健康意識を向上させるため、健活

１０の要素を取り入れた「健活１０ソング」及び「健活ダンス」の制作や、令和７年度の万博本番

の催事と連動したプロモーションを実施することで、健康づくりの気運醸成を図る。 

(6) 健康づくりに関する連携体制の整備 

① 地域・職域での連携体制の整備 ６，４５２千円 

行政、事業者、医療保険者等の関係機関による「地域職域連携推進協議会」を設置し、関係者間の

情報共有、保健医療資源の相互活用、保健事業の共同実施等により連携体制の充実を図る。 

② 精度管理基礎調査の実施 ５，４１４千円 

府内の健(検)診機関で診断結果に誤差のない健(検)診を行うため、精度管理基礎調査を行う。 

 

《平均寿命と健康寿命の推移》 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ がん対策の推進 

「がん対策基本法」、国の「がん対策推進基本計画」及び「第４期大阪府がん対策推進計画」に基づ

いたがん対策の充実を図る。 

(1) がん対策推進体制の整備 

① 大阪府がん対策推進委員会の運営 ３，５３４千円 

がん対策の推進に関する基本的かつ総合的な政策及び重要事項並びに計画に基づく施策について、

進捗管理等を行う「大阪府がん対策推進委員会」及び各専門部会を運営する。 

② がん登録の実施及び推進 １６，３０１千円 

「がん登録等の推進に関する法律」に基づく「全国がん登録」制度について、府内医療機関のがん

り患患者情報の集約及びがん登録情報の提供を大阪国際がんセンターへの委託により実施する。 

また、がん登録情報の届出を行う医療機関の実務者に対し、がん登録業務に係る研修会等を実施す

るとともに、地域がん登録や全国がん登録データの集計・解析業務や、標準集計表を基礎データとし

た年報の作成を行う。 

③ 組織型検診体制の整備 １１，７９８千円 

がん検診の精度向上を図るため、府内市町村のがん検診の情報を集約する。 

（歳） （歳） 

出典 平均寿命：厚生労働省都道府県別生命表 

   健康寿命：令和３年 12月 20日 第 16回健康日本 21（第二次）推進専門委員会資料 

平均寿命【全国】 
平均寿命【全国】 

平均寿命【府】 

平均寿命【府】 

健康寿命【府】 
健康寿命【府】 

健康寿命【全国】 健康寿命【全国】 

（年度） （年度） 
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④ 精度管理センターの運営 ５７，３５４千円 

市町村のがん検診事業を分析・評価の上、課題を明確化するとともに、改善方策についての指導・

助言を行う「精度管理センター」を設置・運営する。 

⑤ がん検診の受診促進・受診率の向上 ７，３６３千円 

受診者数の増と定着・受診率の向上を目的に、関係機関や市町村と連携し、がん検診受診勧奨策等

実行支援事業、二次読影体制モデル事業、職域におけるがん検診受診率向上事業、被扶養者向けのが

ん検診受診促進事業を展開。 

⑥ がんの予防につながる学習活動（がん教育）等がん対策基金事業の推進 ９，２２８千円 

「大阪府がん対策基金」を設置・運営し、中学校等におけるがんの予防につながる学習活動の充実

支援活動事業や、企画提案公募によるがん対策貢献事業、小児･ＡＹＡ世代のがん患者支援事業など、

がんの予防・早期発見、その他がん対策の推進に資する事業を実施する。 

⑦ がん患者の就労支援 １４５千円 

労働関係機関と連携し、がん拠点病院の相談員や医療従事者等に対する研修会を開催する。 

⑧ 地域統括相談支援センターの運営 １２，８２５千円 

がん患者・家族らのがんに関する相談をワンストップで提供する「地域統括相談支援センター」を

モデル的に設置・運営するとともに、ピアサポーターを養成するための研修等を実施する。 

(2) がん診療連携拠点病院における医療提供体制の整備 

① がん診療情報の収集及び医療機関相互の診療連携の推進等 １３３，３１６千円 

国の「がん診療連携拠点病院」の設置を推進し、さらに府独自に「大阪府がん診療拠点病院」を指

定することで、がん診療情報の収集、分析及び情報発信、医療機関相互の診療連携を図るとともに、

早期診断及び緩和ケア等に関する研修会の開催等により、地域におけるがん医療の水準向上、がん医

療の均てん化を図る。 

② 設備整備等への支援（地域医療介護総合確保基金を活用） １８６，２１６千円 

がん診療連携拠点病院等が行う設備整備等に対する支援や、医療機関等が行う緩和ケアに関する普

及啓発活動や研修、小児がん経験者の二次がん検診受診促進等を支援する。 

(3) 重粒子線がん治療に対する患者支援事業 

① 重粒子線治療利子補給事業 ４９２千円 

府民が、公的医療保険の適用を受けない重粒子線治療を受けるため、金融機関からの借り入れを行

った場合に、その利子分の助成を行う。 

② 小児がん患者重粒子線治療助成事業 ３，１４０千円 

小児がん患者が先進医療である重粒子線治療を受ける場合に、経済的な事情で治療を断念すること

がないよう助成を行う。 

(4) 小児・AYA世代のがん患者に対する妊よう性温存治療助成事業 ４６，６４２千円 

がん治療を受けながら、将来、子どもを産み育てることを望む小児・AYA世代のがん患者に対し、

がん治療に際して行う妊よう性や生殖機能の温存及び温存後の検体を用いた生殖補助医療にかか

る治療費の助成を行う。 

(5) 肝炎肝がん対策の推進 

① 肝炎ウイルス検査等の実施 ５５，０２８千円 

府内委託医療機関において肝炎ウイルス検査を実施し、肝炎ウイルス陽性者を早期に発見するとと

もに、重症化予防を目的として肝炎医療コーディネーターを養成し、相談対応等フォローアップ事業
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を実施する。 

② 肝疾患診療体制整備事業 １０，３５２千円 

「肝疾患診療連携拠点病院」の相談支援センターにおいて、患者・家族及び地域の医療機関等に対

し、肝疾患に係る情報提供・相談・支援を実施する。 

③ 初回精密検査費用助成事業 １，２６１千円 

肝炎ウイルス検査の陽性者を対象に、精密検査を受けた際の検査費の自己負担分を助成すること

により、早期治療につなげ、さらなる重症化の予防を図る。 

④ 肝炎定期検査費用助成事業 １，７４４千円 

肝炎ウイルスの感染を原因とする慢性肝炎・肝硬変・肝がん患者を対象に、定期検査を受けた際 

の検査費用の自己負担分を一部助成することで、さらなる重症化の予防を図る。 

⑤ 肝炎患者に対する医療費助成の実施 ４６１，２７２千円 

Ｂ型及びＣ型肝炎患者に対し、医療費助成を行い、肝硬変・肝がんなどの重症化予防及び肝炎の感

染拡大の防止を図る。 

⑥ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業 １２，０１６千円 

臨床データを収集するとともに、肝がん患者等の入院・通院医療費の助成を行う。 

 

４ 生活習慣病の予防、早期発見、重症化予防対策の推進 

「第４次大阪府健康増進計画」に基づき、循環器疾患、糖尿病等の生活習慣病の予防等に取り組む。 

(1) 循環器疾患の予防対策（（地独）大阪健康安全基盤研究所委託事業） ３２，６５６千円 

① 健診・保健指導・レセプト等データの分析 

ＮＤＢデータをもとに、レセプトデータや特定健診・特定保健指導のデータ等を分析する。 

② 行動変容プログラムの推進 

市町村の保健事業の実施状況の把握や、汎用性の高い行動変容プログラムの作成等、市町村の保健

事業に対する技術的支援を実施する。 

③ 循環器疾患と危険因子のモニタリング及び研究 

特定集団の健康状況に係るデータを追跡・調査、研究し、保健指導等に活用する。 

④ 府民の健康づくりを支援するシンクタンク機能 

健康づくりの専門機関として、エビデンスの確立に向けた研究の実施、健康づくり施策の企画立案

に必要な基礎データ等を関係機関に提供する。 

⑤ 地域分析結果の地域への提供と活用支援 

  有識者の知見を活用した地域特性の把握と対応策を検討するとともに、保健所圏域での地域職域連

携の具体的な事業展開に向けた支援を行う。 

(2) 地域医療介護総合確保基金事業費 ９，２６８千円 

① 小児期からの生活習慣病等対策事業 

ライフコースアプローチの観点から、家族性高コレステロール血症など小児期から配慮が必要な疾

患等について、早期発見・早期介入に向けた取組みや適切な指導等、小児生活習慣病等の予防に向け

た対策を行う。 

② 糖尿病等重症化予防事業 

糖尿病等の未治療率の改善に向けて、事業主から従業員への「健診結果に基づいた医療機関受診勧

奨」に関する啓発を行う。 
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(3) 市町村健康増進事業への支援 ３２６，０７２千円 

「健康増進法」に基づき、健康教育や健康診査等、健康増進事業を実施する市町村へ助成を行う。 

(4) 受動喫煙防止対策の推進 ４３７，９５８千円 

「健康増進法」及び「大阪府受動喫煙防止条例」の周知啓発を行うとともに、飲食店が喫煙室を

整備する費用や全面禁煙化する際の改装費用等への補助、相談窓口の設置等での支援を実施する。

特に、府条例の全面施行（令和７年４月）に向け、条例の規制対象となる飲食店に対し、制度内容

の周知や支援策の一層の利用促進を重点的に行う。 

また、法や府条例に基づく原則屋内禁煙の取組みが進むにつれ、路上等での喫煙の増加が懸念さ

れることから、市町村や民間事業者との連携による「屋外分煙所」のモデル整備の促進を図る。 

さらに、自らの意思で受動喫煙を避けることが難しい子どもたちを守るため、「大阪府子どもの

受動喫煙防止条例」に基づき、広く府民への周知啓発等を行う。 

 

５ 歯科保健対策の推進 

(1) 歯科保健の推進 

① ８０２０（はちまるにいまる）運動の推進 ２，０４７千円 

多くの府民が８０２０（80歳で20本以上自分の歯を保つ）を達成できるよう、地域の保健医療関係

者を８０２０推進アンバサダーとして養成し、各職種の既存の取組みと連携した歯科保健の啓発を促

進する。 

② 市町村口腔保健事業の支援 ５，８４８千円 

「第３次大阪府歯科口腔保健計画」の推進にあたり、健康づくり課内に設置した口腔保健支援セン

ターにおいて、府内の歯科口腔保健に関する実態調査を実施するとともに、市町村において歯科口腔

保健対策が効果的に実施されるよう、歯科口腔保健の推進に必要なデータを分析し、人材育成や情報

提供等の支援を行う。 

③ 大阪府生涯歯科保健推進審議会の運営等 １，８４５千円 

「大阪府生涯歯科保健推進審議会」において、歯科保健の推進に関する施策についての調査審議を

行うとともに、地区歯科医師会会員の中から「地域生涯歯科保健推進員」を市町村単位で確保し、市

町村等に対して技術的指導や支援等を行う。 

④ 介護保険施設における口腔衛生管理体制強化推進 ２，１３７千円 

介護保険施設職員に対し、歯科専門職による研修等を行い、施設での口腔衛生管理体制の強化、

地域の歯科医療機関との連携を推進し、要介護高齢者の歯科疾患の予防と早期発見及び、口腔機能

の維持、向上を図る。 

⑤ 災害時の歯科保健医療提供体制推進事業 ６，９３８千円 

大阪府の災害時歯科保健医療体制にかかる懇話会を設置し、関係団体や有識者等の意見交換、懇談

等を行い、体制構築及び、推進を図る。 

(2) 地域歯科医療体制の整備 

① 障がい者歯科診療体制の整備 ４５，４８４千円 

（一社）大阪府歯科医師会に障がい者歯科診療センターの運営を委託するとともに、一般の歯科診

療所では治療が困難な障がい者に対し高度かつ専門的な歯科医療が提供可能な府内の医療機関等（市

町村が実施主体の施設を除く。）に対し助成する。 

② 夜間緊急歯科診療体制の整備 １６，０００千円 
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（一社）大阪府歯科医師会に対して運営費補助を行い、夜間の緊急歯科診療体制を確保する。 

③ 歯科医療提供体制施設整備事業 ９６３千円 

地域の実情に応じた歯科医療提供体制構築のため、地域の拠点となる歯科診療所の施設整備に対し

助成する。 

(3) 在宅歯科診療の推進（地域医療介護総合確保基金を活用） 

① 在宅医療ＮＳＴ連携歯科チーム育成事業 ３，４７３千円 

在宅ＮＳＴ（栄養サポートチーム）等と連携し、在宅療養者の経口摂取支援を行う歯科医療人材の

育成に対し助成する。 

② 新しい生活様式に対応した口腔保健指導推進事業 ６，０５８千円 

地域における介護施設（デイサービス施設）職員等を対象に、新しい生活様式に対応した口腔ケア

に係る保健指導講習会等に対し助成する。 

(4) 歯科医療安全に関する研修会の実施等 ９６１千円 

「歯科医療安全管理体制推進協議会」を設置し、「地域の歯科医療機関における歯科医療安全管

理体制にかかる調査」の実施、調査結果に基づく報告書の作成、及び歯科医療安全に関する研修会

を開催する。 

(5) 歯科衛生士等養成施設等の指定等 ４２５千円 

歯科衛生士、歯科技工士の養成施設を指定・監督し、運営の質の維持を図る。 

また、歯科衛生士・歯科技工士の従事者届に係る業務（隔年実施）を行う。 

(6) 医科歯科連携の推進（地域医療介護総合確保基金を活用） ５８，６７８千円 

脳卒中患者等が継続的に口腔機能管理を受けられるよう、府内の病院に各地域の歯科医師・歯科

衛生士を派遣し研修や専門的助言を実施することで、医科歯科連携推進を図る。 

(7) 歯科疾患実態調査の実施 １，０２６千円 

国の定める「歯科疾患実態調査要領」に基づき、府民の歯科保健状況を調査する。 

 

６ 栄養施策の推進 

(1) 食育の推進 ２，４８１千円 

① 食環境の整備 

生活習慣病の一次予防として、高校、大学、若年者、中高年へのライフステージに応じた食育推進、

飲食店等のメニューの栄養成分表示やヘルシー化の環境づくり等を促進する。 

さらに、「第４次大阪府食育推進計画」に基づき、毎月19日を「野菜バリバリ朝食モリモリ推進の

日」、８月を「食育推進強化月間」と定め、食育についての啓発を行うとともに、「野菜バリバリ朝食

モリモリ！みんなでつなぐ大阪の食」を合言葉に、より一層の実践につなげる食育を推進する。 

② 食生活改善対策の推進 

食生活改善連絡協議会と連携して、食生活改善推進員リーダー研修を実施し、地域に密着した活動

を行っている食育ボランティア等の活動を推進する。 

(2) 病院や福祉施設等に設置される特定給食施設への指導 １，７２８千円 

施設訪問等により専門的な知識や技術の指導等を行い、適切な栄養管理を通じて健康増進を図る。 

(3) 国民健康・栄養調査の実施 ７，０８３千円 

「健康増進法」に基づき、府民の健康状態、栄養摂取量及び生活習慣の状況を調査する。 

(4) 管理栄養士実習の実施 ４９３千円 
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「栄養士法」に基づき「公衆栄養学」に係る臨地実習を行う。 

(5) 栄養士免許の交付等 ４，６０２千円 

「栄養士法」に基づき、栄養士及び管理栄養士の免許に係る事務を行う。 

(6) 大阪府食育推進計画評価審議会の運営等 ５９３千円 

「第４次大阪府食育推進計画」に基づき、府民運動としての食育をより一層推進するため、「大阪

府食育推進計画評価審議会」等を運営する。 

(7) ワクワクＥＸＰＯ with 第19回食育推進全国大会 ６２，６６３千円 

万博コンセプトである「未来社会の実験場」に即した食に特化したイベントとして、令和６年度

に開催する「第19回食育推進全国大会」の企画・調整を行う。 

(8) 自然に健康になれる持続可能な食環境づくり ９，２９０千円 

府市共通の課題である「野菜摂取」に絞った取組みについて、ナッジを活用する等、効果的な手

法を検討しながら、オール大阪で一体的に実施する。 
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健康推進室 国民健康保険課 

 
１ 国民健康保険事業の運営 

医療保険制度は、昭和 36年に国民皆保険制度が確立され、現在、健康保険、共済組合、国民健康保

険等に分かれている。大阪府では、引き続き府民が安心して必要な医療が受けられるよう、平成 30年

度から大阪府内の市町村とともに国民健康保険の保険者となり、大阪府国民健康保険運営方針（令和

６年度から令和 11年度）に基づき、令和６年度に全国に先駆け保険料水準を完全統一した。 

保険料完全統一後においては、「大阪府で一つの国保」として、「被保険者間の受益と負担の公平

性の確保」、「被保険者間の負担軽減、持続可能な国保運営の実現」に向け、医療費の適正化に向け

た取組みや、市町村と連携した PDCA サイクルに基づく進捗管理などを進めることで国民健康保険事

業の運営の安定化を目指す。 

 

          《国民健康保険の加入状況（令和６年２月末現在）》 

保険者数 

市町村 ４３ 

国民健康保険組合 １５ 

世帯数 １,２３８,２９３世帯 

被保険者数 １,８００,１７９人 

 

(1) 国民健康保険特別会計への繰出し 

大阪府が保険者として行う事業を運営するために必要な経費を国民健康保険特別会計に繰り出す。 

① 国民健康保険特別会計繰出金（義務） ５５,４１５,１１９千円 

(ア) 国民健康保険都道府県繰出金 ４５,５１０,８６４千円 

(イ) 国民健康保険高額医療費繰出金 ９,０２６,５０３千円 

(ウ) 特定健診・特定保健指導公費負担事業繰出金 ８７７,７５２千円 

② 国民健康保険特別会計繰出金（政策） １１８,２９４千円 

(2) 国民健康保険基盤安定事業費負担金 ４２,６８７,１９３千円 

市町村が行う低所得者の保険料軽減に対し公費による助成を行うことにより、国保財政の基盤安

定を図る。 

(3) 国民健康保険特別会計の運営 ７９０,６３７,８０２千円 

国民健康保険の安定的な財政運営、事業の効率的な実施の確保等国民健康保険事業の健全な運営

について中心的な役割を果たし、国保事業運営の安定化を図るため、大阪府国民健康保険特別会計

を設置・運営し、必要な経費を支出する。 

このうち、被保険者の予防・健康づくり、医療費適正化の推進に向けて、次のとおり保健事業を

行う。 

① 国民健康保険ヘルスアップ支援事業費 １０９，６５４千円 

市町村国保との共同保険者として、被保険者の予防・健康づくりの推進や、医療費の適正化を図
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るため、各市町村の地域や個別の課題に応じた支援を強化し、市町村における保健事業の質の向上

（好事例の創出・横展開）や、国の保険者努力支援制度における評価点獲得を図る。 

(ア) 市町村保健事業への介入支援 

市町村に有識者と共に赴き、効果的な事業を企画立案するためのデータ分析と助言等の個別

支援を実施する。 
(イ) 糖尿病性腎症重症化予防アドバイザー事業 

専門医、かかりつけ医、市町村との連携体制構築、継続支援を実施する。 
(ウ) 国保連合会と共に行う府域の地域診断 

KDBデータを用いて地域ごとの特性を分析したシートを作成し、市町村の保健師や栄養士等
を対象に、保健事業に必要なデータ分析や施策立案手法についてのセミナーを実施するととも

に、市町村のデータヘルス推進を支援する。 
(エ) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

高齢者の健康意識や行動等に関するアンケート調査による実態把握と、KDBデータ分析によ
り、効果が見えやすい指標を提案することで、市町村による事業評価を支援し、介護保険の地域

支援事業や国民健康保険の保健事業との一体的実施の推進を図る。 
(オ) 健診からの医療アクセススキーム構築事業 

特定健診の結果、生活習慣病のリスクが高い者が医療機関を受診する「医療アクセス率」を市

町村別に算出することにより、効果的な保健事業パターンを明らかにする。 
また、好事例を市町村に横展開を促すことで府域の取組の標準化を図る。 

(カ) ナッジを活用した適正服薬推進事業 

市町村国保が実施する重複・多剤服薬者に対する保健指導について、薬剤師と保健師が適切に

連携する事業モデルを展開することにより、「かかりつけ薬剤師・かかりつけ薬局」を推進する

とともに、被保険者の医薬品適正使用についての意識向上及び医療費の適正化を図る。 
(キ) 特定健診未受診者対策支援 

市町村国保が行う受診勧奨施策と特定健診受診率の推移について、時系列のマッチング考察

による分析評価を行うことにより、市町村における受診勧奨施策の企画立案能力の向上を図る。 
また、効果的な取組をパターン化したうえで、市町村への横展開を促すことで府域の受診率の

改善を図る。 
② 地域と医師会との連携強化事業 １０,０００千円 

かかりつけ医による特定健診未受診者に対する受診勧奨について、日常診療で実践するために作

成したガイドの地域展開を通して市町村と地区医師会との連携を強化し特定健診の受診率向上を

図る。 

③ 健康づくり支援プラットフォーム事業費 （特別会計分）２０８，０１０千円 

国保被保険者に係る「おおさか健活マイレージ アスマイル」を展開する。 

(4) 健康づくり支援プラットフォーム整備等事業 （一般会計分）３６０，０００千円 

個人インセンティブを活用した府民の継続的かつ自発的な健康づくりの促進及び特定健診や歩

数等のデータ蓄積・分析体制の整備のため、「おおさか健活マイレージ アスマイル」を展開する。 

また、アスマイルを活用して、万博の機運醸成と来場意向の向上を図りながら、新たに健康づく

りに取り組む府民の増加をめざす。 
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※ＰＨＲ（Personal Health Record）:参加者本人の健康情報（体重・血圧・歩数等）のこと 

 

２ 後期高齢者医療制度の安定化 

大阪府後期高齢者医療広域連合の行う後期高齢者医療制度に対し、その運営の安定化を図るため、

次のとおり財政支援を行う。 

（対象者） １，３０１，８４８人（令和６年２月末現在） 
・７５歳以上の者 
・６５歳から７４歳の者であって、一定の障がい状態にある旨の大阪府後期高齢者医療広域連合の

認定を受けた者 
(1) 後期高齢者医療給付費負担金 １０６，９９８，２１３千円 

高齢者の医療の確保に関する法律に係る給付額の府費負担分を大阪府後期高齢者医療広域連合

に交付する。 

(2) 後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金 ２３，０２９，１３２千円 

高齢者の医療の確保に関する法律に係る低所得者等の保険料軽減額の府費負担分を市町村に交

付する。 

(3) 後期高齢者医療高額医療費負担金 １０，３６６，４３８千円 

レセプト１件当たり８０万円を超える医療費について、８０万円を超える額の府費負担分を大阪

府後期高齢者医療広域連合に交付する。 

 

３ 国民健康保険審査会及び後期高齢者医療審査会の運営 １，９２２千円 

市町村等が行った保険料や給付についての処分（決定）に対する、不服申立ての審理・裁決を行う

審査会を運営する。 

健康づくり支援プラットフォーム



55 

 

 
４ 保険医療機関等への関係規則等の周知 １６，９９０千円 

「国民健康保険法」及び「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、保険医療機関等又は保険

医等に対し、保険給付に係る診療内容や診療報酬の請求に関する関係規則及び規程等の周知徹底を効

果的・効率的に行うため、医療関係団体に対して、講習事務を委託し実施する。 

 
５ 医療費適正化計画の推進 ３，４８８千円 

生活習慣病の発症・重症化予防の推進等により、府民の生活の質を確保・向上する形で医療の効率

化を図り、医療費の適正化をめざす「第３期大阪府医療費適正化計画」（平成 30年度から令和５年度）

の実施状況を検証するため、「大阪府医療費適正化計画推進審議会」を設置し、最終評価を行う。 

また、「第４期大阪府医療費適正化計画」（令和６年度から令和 11年度）の効率的な推進を図る。 

加えて、大阪の医療費が首都圏平均と比べて高額であることから、その要因を把握し、医療費の適

正化を図るため、分析を行う。 
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生活衛生室 環境衛生課 

 

１ 水道等の整備の推進 

人口減少等に伴う料金収入の減少、水道施設の老朽化に伴う更新費用の増大、技術職員の確保等の

水道事業が抱える課題に対応し、将来にわたり安全な水を安定的に供給していくため、「大阪府水道

整備基本構想（おおさか水道ビジョン）」に基づき府域一水道に向けた広域化を推進する。 

また、「大阪府水道基盤強化計画」に基づく各実現方策の具体的取組を推進し、水道事業の基盤強化

を図る。 

(1) 水道の広域化及び衛生確保の推進 ６，２８０千円 

① 広域化の推進等 

府域全水道事業体が参加する「府域一水道に向けた水道のあり方協議会」の検討報告書及び大阪府

水道基盤強化計画を踏まえ、府域一水道に向けた具体的な取組みについてさらに検討を進める。 

② 水道施設等への維持管理指導 

水道施設への立入検査等を実施し、適切な維持管理が行われるよう水道事業者等に対し指導する。

（水道法施行令第15条により府内33市町村域の水道事業が知事の権限） 

さらに、簡易専用水道及び小規模貯水槽水道の設置者に対し、その衛生管理について指導・啓発を

行う。 

③ 水質監視の徹底 

「大阪府水道水質管理計画」に基づき、府域水道事業体と協力し、水道水源において水質監視や未

規制化学物質等の調査を行う。また、各水質検査機関の検査の精度管理に取り組む。 

さらに、クリプトスポリジウム対策が必要な水道事業者等に対し、浄水管理の強化と水道原水・浄

水における水質監視を指導し、水道水の安全を確保する。 

④ 飲用井戸設置者等への指導等 

府内町村域の飲用井戸設置者等に対し、「大阪府飲用井戸等衛生管理指導要領」に基づき適正な管

理についての啓発を行うとともに、地下水汚染判明時には、「大阪府地下水質保全対策要領」に基づ

き関係機関と協力し、汚染井戸周辺地区調査を実施する。 

⑤ 災害時における既存井戸等の有効活用による生活用水の確保 

市町村と協力し、「災害時協力井戸」の登録を推進する。 

(2) 水道施設・管路の耐震化等の推進 ３，５３１，３３１千円 

水道事業者等が実施する水道施設・管路耐震化事業等に対し国の生活基盤施設耐震化等交付金を

交付し、老朽化対策、耐震化を推進する。 

また、「大阪府域の水道災害における情報共有及び支援に関する協定」等に基づき、大規模災害時

等においては広域的な対応を行うこととしており、平時から防災対策や災害対応のための支援及び

受援体制の強化を図るため、水道事業体や関係機関と災害対応訓練を実施する。 

 

２ 環境衛生施設における衛生の確保 

施設の監視指導や知識の普及啓発等により、生活に身近な生活衛生関係営業施設や遊泳場、墓地、

納骨堂、火葬場等の施設の衛生水準の向上を図る。 

また、理容師法及び美容師法で規定する理容師養成施設及び美容師養成施設の指定・監督等を行う。 

(1) 公衆浴場や理美容業等の生活衛生関係営業施設への指導等の実施 ３２，８６２千円 
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生活衛生関係営業施設（旅館業、興行場、公衆浴場、理容業、美容業、クリーニング業）に対し、

環境衛生監視員による監視指導、科学的検査及び講習会等を実施する。 

また、施設の自主的な衛生管理の徹底を図るとともに、業界の活性化と経営の安定化のため、指

導・援助を行う。 

(2) 国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業の認定・指導等の実施 ５５８千円 

「国家戦略特別区域法」第13条の規定に基づく国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業の認定

を行うとともに、認定後の指導・立入検査を行う。 

(3) 住宅宿泊事業届出施設への指導等の実施 ６９９千円 

「住宅宿泊事業法」に基づく住宅宿泊事業者の届出の受理を行うとともに、届出者に対して設備

基準確認のため、指導・立入検査を行う。 

 

≪府内民泊施設推移≫ 

(4) 民泊等宿泊施設への指導等の実施 １，８４４千円 

国内外からの訪問客が、大阪で安全、快適に滞在できるよう大阪市と連携・協働して民泊等宿泊

施設の事業者向けに衛生管理と宿泊サービス向上に向けた講習会を開催するとともに、施設への監

視指導を強化する。 

(5) 遊泳場等への立入検査等の実施 ６，０００千円 

「大阪府遊泳場条例」に基づき、海水浴場及びプールにおける衛生基準の遵守、利用者の安全確

保を徹底させるため立入検査を行うとともに、施設管理者に対して、随時、衛生管理講習会等を実

施する。 

(6) 墓地等に対する指導等の実施 １４４千円 

「墓地、埋葬等に関する法律」及び「大阪府墓地、埋葬等に関する法律施行条例」に基づき、墓

地、納骨堂及び火葬場の経営許可を行うとともに、管理等の指導を行う。 

また、化製場、動物飼養場、産汚物関係施設についても、必要に応じて監視指導を行う。 
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(7) 温泉の保護及び温泉利用施設への立入検査の実施 ９８３千円 

「温泉法」に基づき、温泉保護や可燃性天然ガスによる災害の防止の観点から、温泉掘削及び動

力装置設置等について「大阪府環境審議会」への諮問・答申を経て許可を行うとともに、温泉利用

施設への立入指導等を行う。 

(8) 理容師及び美容師養成施設の指定等 ８４千円 

理容師養成施設及び美容師養成施設を指定・監督を行う。 

 

３ 生活環境における衛生の確保 

府民の健康を保持・増進していく上で、生活に身近な住居等における衛生面・安全面での快適な環

境の確保が必要であることから、住居衛生に関する正しい知識の普及啓発を図るとともに、ビル等建

築物や浄化槽等の管理者等に対し環境衛生の確保についての指導を行う。 

また、家庭用品について、必要な検査、指導を実施することにより安全性を確保する。 

(1) 乳幼児繊維製品や家庭用の洗浄剤・エアゾル製品等に関する試買検査の実施 ３７３千円 

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」に基づき、衣料品や洗浄剤等の一般消費者

の生活の用に供される製品を原因とする健康被害を防止するため、販売店舗等から家庭用品を試買

し、有害物質に係る検査を実施する。 

(2) 特定建築物等への立入検査等の実施 １１，０３９千円 

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、特定建築物所有者等に対し、適正

な維持管理が行われるよう指導するとともに、建築物衛生管理業の事業者登録に係る事務及び建築

物衛生管理業者への現場指導を行う。 

(3) 浄化槽等による環境衛生の確保 

① 合併処理浄化槽の普及促進 １２,６２４千円 

下水道整備が非効率な地域を対象とし、市町村が浄化槽の設置を行う者に対し設置に要する費用を

助成する「浄化槽設置整備事業」及び市町村が事業主体となって各戸に合併処理浄化槽を設置し、使

用料を徴収して管理・運営する「公共浄化槽整備推進事業」について、補助事業を実施する。 

また、浄化槽汚泥等を処理するし尿処理施設の老朽化等の問題に対し、処理体制の再構築を図る。 

② 浄化槽及びし尿処理施設への維持管理指導 ２,２３６千円 

「浄化槽法」、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、浄化槽及びし尿処理施設に立入検

査等を実施し、適正な維持管理が行われるよう指導・啓発する。 

③ 浄化槽保守点検業等への立入指導 １，１６８千円 

「大阪府浄化槽保守点検業者の登録に関する条例」に基づき、浄化槽保守点検業の登録事務並びに

保守点検業者への立入指導を実施するとともに、浄化槽管理士に対し研修を開催し浄化槽の保守点検

に関する知識及び技術の向上を図る。下水道終末処理施設について、適正な維持管理が行われるよう

指導する。 

④ 水質検査の実施等（指定地域特定施設の維持管理指導） 

「水質汚濁防止法」に基づき、「指定地域特定施設」である201人～500人槽の浄化槽について水質

検査等を実施するとともに、排水基準等の遵守を指導する。 

 

４ 環境保健業務の実施 

大気汚染等による府民の健康被害を未然に防止するため、大気中の粒子状物質等にかかる健康影響
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を把握する。 

(1) 環境保健サーベイランス調査の実施 ２，２２３千円 

環境省の委託事業として、地域人口集団の健康状況と大気汚染との関係を観察するための基礎と

なる健康モニタリングデータを集積する。 

(2) 光化学スモッグ被害調査の実施 

光化学スモッグによる被害等の調査をする必要があると認めたときに、現地調査等を実施する。 

(3) 保健所における相談対応等の実施 

保健所において所管区域状況の把握、環境汚染にかかる相談対応、啓発等の環境保健業務を実施

する。 
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生活衛生室 薬務課 

 

１ 医薬品・医療機器等の安全確保 

医薬品・医療機器等について、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律」（以下「医薬品医療機器等法」という。）等関係法令に基づき、品質、有効性及び安全性を確保す

るとともに、適正な使用に関する啓発及び知識の普及を図る。 

(1) 医薬品等製造販売業者等への監視指導 ３５，５７８千円 

「医薬品医療機器等法」に基づき、医薬品・医療機器等の製造販売業、製造業、及び薬局・医薬

品販売業等の許可及び承認、並びに登録販売者の販売従事登録等を適正に行う。 

また、医薬品・医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保と、医薬品の適正な調剤及び医薬品・

医療機器等の適正な販売がなされるよう、製造販売業者、製造業者、薬局開設者、医薬品販売業者

及び医療機器（再生医療等製品を含む。）販売業者に対する立入検査を行うとともに、収去試験を実

施し、品質を確認する。 

さらに、医薬品成分の配合が疑われる健康食品（薬効標榜等）の買上げ検査を行い、医薬品成分

が検出された場合には製品名を公表するなど、健康食品による健康被害の未然及び拡大防止を図る。 

(2) 毒物劇物業務上取扱者等への監視指導 ４５３千円 

毒物劇物の製造、輸入、販売業者及び届出を要する毒物劇物業務上取扱者等に対し、立入指導及

び講習会を実施するなど、毒物劇物による危害発生の防止を図る。 

(3) 薬局の在宅医療への参画（地域医療介護総合確保基金を活用） ８，０００千円 

薬局薬剤師と多職種との連携強化促進研修及び小児在宅医療やターミナルケア等、高度多様化す

る在宅患者ニーズに対応できる薬剤師の育成研修に対し助成し、在宅医療に参画する薬剤師の質や

地域連携薬局等の向上に寄与することで、患者のより良い薬剤管理につなげる。 

(4) 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の安心使用促進 ８，３６１千円 

地域におけるフォーミュラリの策定支援やその後の運用の進捗確認を行うなど、医薬品全般の適

正使用の推進を通じて患者及び医療関係者が後発医薬品を安心して使用できる環境づくりを行う。 

(5) 国家戦略特別区域における調剤業務委託事業の円滑な実施 ２，００２千円 

国家戦略特別区域法に基づき、調剤業務一部委託事業に係る特例措置が講じられたことから、国

による区域計画の認定を受け、事業を円滑に実施する。 

また、事業実施による効果等を検証し、その結果や課題を国にフィードバックし、今後の制度改

正に向けて必要な要望を行う。 

(6) 電子処方箋の普及促進 ３６５，７１９千円 

電子処方箋の普及拡大及び利活用により、府民への質の高い医療サービスの提供、医療機関・薬

局の業務効率化を推進するため、関係課と連携して医療機関等に対して導入費用の一部を助成する。 

(7) 医薬品・医療機器の開発と実現に向けた創薬支援の推進 ２，５２７千円 

分散型治験など新たな治験方法にスムーズかつ適切に対応できるよう府内の治験環境の整備を

促す。 

また、医薬基盤・健康・栄養研究所等の研究開発機関や、治験の現場を担う医療機関、製薬団体

等と連携して、彩都バイオクラスターに集約されている研究機関及び製薬関連産業団体、大阪府等

の産学官が共同で最新の知見や状況等を内外に情報発信するとともに、情報交換を行うフォーラム

を開催する。 
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(8) 薬局の多言語対応支援（地域医療介護総合確保基金を活用） ９，９９０千円 

  薬局における外国人への接遇対応を支援するため、既存の薬局向け外国人対応マニュアルの対象

言語の拡充を図る。 

(9) 万博の円滑な開催に向けた監視指導等 ４，９９３千円 

毒劇物を取り扱う施設における保管管理の点検を徹底し、監視指導を強化することによりテロの

未然防止を図るとともに、万一の発生時に必要な医薬品を確保し、供給体制を整備する。 

 

２ 覚醒剤及び危険ドラッグ等薬物乱用防止対策 

青少年をはじめとする府民の覚醒剤及び危険ドラッグ等の薬物乱用防止を推進するため、警察、学

校等の関係機関と連携し啓発を行うとともに、「医薬品医療機器等法」「大阪府薬物の濫用の防止に関

する条例」等に基づき監視指導を行う。 

(1) 薬物乱用防止の普及・啓発 ４，４１９千円 

「大阪薬物乱用防止第六次戦略」に基づき、関係機関・団体等と連携し、府民に対して「ダメ。

ゼッタイ。」普及運動等の薬物乱用防止啓発事業を行う。 

また、検挙人員が急増している大麻について、若年層を主なターゲットにした、インターネット

や動画等を用いた効果的な手法を工夫し、大麻の危険性に関する知識の普及を図り、乱用防止の啓

発に取り組む。 

さらに、市販薬等の過剰服用の防止についても、これらの取組みと併せて啓発を実施する。 

 

 《薬物事犯の検挙人員の推移（大阪府）》 （人） 

 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

覚醒剤 1,142 1,071 986 833 799 

大麻 412 455 464 580 773 

麻薬 39 30 30 63 88 

あへん 0 １ 0 2 0 

合計 1,593 1,557 1,480 1,478 1,660 

(大阪府警察資料による) 

 

(2) 麻薬覚醒剤等の取締対策 ５，２１２千円 

麻薬覚醒剤等取扱者の免許・指定事務及びこれらの施設への立入指導を行う。 

また、地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所と協力しながら「大阪府薬物の濫用の防止に関

する条例」に基づき継続的に知事指定薬物の指定を行い、危険ドラッグの乱用による保健衛生上の

危害発生の防止を図る。 

(3) 大麻取締法等の改正への対応 

大麻取締法等の改正（令和５年12月公布）が令和６年度に段階的に施行予定であることから、そ

の内容を府民に周知啓発するとともに、栽培者免許に係る業務を適切に運用するため必要な条例等

の改正や審査基準の策定などを行う。 
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生活衛生室 食の安全推進課 

 

１ 食品の安全対策の推進 

食品の安全性を確保し、府民の健康を守るため、「大阪府食の安全安心推進計画」、「大阪府食品衛生

監視指導計画」を策定し、「食品衛生法」等関係法令に基づく食品・施設の監視指導を実施するととも

に、健康被害を防止するための情報提供や事業者の取組支援を行う等、食中毒の防止等の普及啓発を

行う。 

(1) 監視指導等の実施 ８６，８１８千円 

「食品衛生法」に基づき、飲食店営業等の食品関係施設の営業許可を行うとともに、食中毒予防

の徹底を図るために次の施策を推進する。 

① 食品関係施設への監視指導 

「大阪府食品衛生監視指導計画」に基づき、食品関係施設に対し、保健所、食品衛生広域監視セン

ター、市場食品衛生検査所等の食品衛生監視員による監視指導を実施する。特に、広域的に流通する

食品等の製造施設、仕出し弁当調製施設等の大量調理施設、集団給食施設等について重点的に監視指

導を実施する。 

また、輸入食品の安全性確保を図るため、残留農薬、添加物等各種検査を実施する。 

② ＨＡＣＣＰ（ハサップ）に沿った衛生管理の取組支援等 

各種業界団体等と協力し、ＨＡＣＣＰセミナーの開催や食品衛生講習会への出務を行うとともに、

施設の監視指導時に、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施状況を確認し、事業者の実態に応じてＨＡ

ＣＣＰの取組みを支援する。 

また、消費者に対しＨＡＣＣＰの考え方を普及し、事業者の意識向上につなげる。 

③ ふぐを処理する施設への監視指導等 

「大阪府ふぐ処理登録者の規制に関する条例」に基づき、ふぐ処理試験を実施し、ふぐを安全に処

理するためのふぐ処理者を認定する。 

また、食品衛生法に基づく許可等において、ふぐを処理する施設に対して監視指導を実施する。 

④ 大阪府中央卸売市場等における食品取扱施設への監視指導等 

大阪府中央卸売市場及び加工食品卸売団地における食品取扱施設の監視指導を実施する。 

また、仲買営業者等に対して、食品衛生普及のための啓発を実施する。 

⑤ と畜場設置者等への指導等 

と畜場に搬入される獣畜について、疾病り患獣畜の排除に努めるとともに、と畜場の設置者、管理

者及びと畜業者に対して「と畜場法」に基づく指導を行う。 

また、と畜場から搬出される枝肉等の監視、残留抗菌性物質等の検査及びと畜場内の食品加工施設

への監視指導を実施する。 

ＨＡＣＣＰに沿った施設の衛生管理が適切に行われているかについて、と畜検査員による外部検証

を実施し、と畜場の設置者又は管理者に適切な助言を行う。 

また、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）対策として、と畜場に搬入される月齢24か月以上の牛のうち、生体

検査において行動異常又は神経症状を呈する牛のＢＳＥ検査を行うとともに、と畜するすべての牛に

ついて特定危険部位除去等に係る分別管理が実施されていることを確認する。 

⑥ 食鳥処理施設への監視指導等 

「食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律」に基づき、検査対象施設（年間30万羽を超え
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て処理する施設）における食鳥検査を実施し疾病り患食鳥肉を排除するとともに、全ての食鳥処理施

設について、監視指導及び収去検査等を実施する。 

また、ＨＡＣＣＰに沿った施設の衛生管理が適切に行われているかについて、食鳥検査員による外

部検証を実施し、食鳥処理場の設置者又は管理者に適切な助言を行う。 

⑦ 調理師等養成施設の指定等 

調理師養成施設や製菓衛生師養成施設の指定・監督及び食品衛生管理者等養成施設や食鳥処理衛生

管理者養成施設等の登録等を行うとともに、生活衛生同業組合振興計画の認定を行う。 

(2) 万博開催に係る食品衛生管理等の向上 ３，０４２千円 

万博の開催に向けて食中毒等の事故発生を防止するため、食品事業者向けＨＡＣＣＰ講習会等を

通じて自主衛生管理の取組みを推進する。 

また、外国人観光客の増加が見込まれることから、ピクトグラムを活用した多言語対応アレル

ギーコミュニケーションシートの配布により、飲食店での事故防止の取組みを支援する。 

(3) 各種検査・調査の実施 ７，８８５千円 

府内に流通する食品等について、販売店、製造施設、給食調理施設等に対し収去検査等を実施す

る。 

① 規格基準検査の実施 

青果物中の残留農薬、加工食品中の食品添加物、畜水産食品中の残留動物用医薬品等について、「食

品衛生法」に基づく基準への適合を確認するための検査を実施する。 

② 食中毒菌汚染実態調査の実施 

食肉、生食用鮮魚介類等、食中毒菌及びウイルス等による汚染の可能性がある食品について、汚染

実態調査を実施する。 

③ アレルギー物質に関する検査及び監視指導の実施 

食品中のアレルギー物質について検査を行い、製造管理、適正な表示の徹底について監視指導を実

施する。 

④ 水銀、ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）等残留実態調査の実施 

水銀、ＰＣＢ等暫定的規制値が定められている魚介類等の食品について、残留実態調査を実施する。 

(4) 食品衛生検査施設における検査の信頼性確保 ５，０１４千円 

食品衛生法施行令等により定められた業務管理基準に基づき、検査精度の充実を図る。 

(5) 「大阪府食の安全安心推進条例」に基づく食の安全安心の推進 ３，００９千円 

条例に基づき策定した「第４期大阪府食の安全安心推進計画」に沿って、関係部局と連携して「生

産から消費にいたる一連の監視指導や検査の実施」、「健康被害の未然防止や拡大防止のための情報

の公表」、「食の安全安心の情報発信の推進」、「ＨＡＣＣＰの取組支援をはじめとする自主衛生管理

の推進」等を行う。 

(6) 府民への意識啓発・普及 １，６５９千円 

保健所等において、食品等事業者及び府民を対象に衛生講習会を開催し、食中毒の防止や食品衛

生に関する正しい知識を普及させる。また、パネルの展示、ポスターの掲示及びリーフレット・パ

ンフレット等を用いた広報活動のほか、府民及び食品等事業者との正確な情報の共有・相互理解の

推進を図るため、リスクコミュニケーションを実施する。 

(7) カネミ油症患者の検診・調査の実施 ２４，１６９千円 

近畿２府４県に在住する患者等の健康診断（油症検診）と追跡調査を実施するとともに、府内在
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住の患者を対象とした健康実態調査を実施し、カネミ油症患者の健康状態を把握する。 

 

２ 食品による危害への対応 

食中毒等の危機発生時には迅速かつ的確な対応により危害拡大を防止する措置を講じるとともに、

平常時から危機発生に備えた「大阪府食中毒対策要綱」等に基づく体制を整える。 

(1) 連絡体制の整備 

府内保健所、庁内関係部局、他の自治体や厚生労働省等との緊急連絡網を活用した連絡体制を整

備し、迅速な情報の収集と共有化を図る。 

(2) 速やかな調査・検査の実施 

速やかに健康被害状況の把握、的確な措置、原因追及を行い、被害の拡大を防止するとともに、

被害者への治療法の一助とするために早急に病因物質を特定する。 

(3) 再発防止措置の実施 

発生事案についての詳細な分析・検証を行う。その結果を基に食品等事業者に対し指導を実施し、

必要に応じて営業停止等の措置を執る。 

(4) 職員研修の実施 

健康被害事象発生時の迅速、的確な初動対応や疫学解析手法の習得のため、机上訓練や研修会等

を実施する。 

            《月別食中毒発生状況》            （令和５年） 

 総数 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

件数 8 0 2 0 0 0 2 1 1 1 1 0 0 

患者数 72 0 12 0 0 0 24 1 1 30 4 0 0 

死者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

※大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、八尾市、寝屋川市及び東大阪市を除く 

 

３ 食品表示の適正化の推進 ７，９２２千円 

「食品表示法」に基づく食品の適正表示の推進を図るため、食品関連施設の監視指導を行うととも

に、表示制度の普及・啓発を図る。 

(1) 食品表示の監視指導の実施 

① 「大阪府食品衛生監視指導計画」に基づき、食品製造施設に対して期限設定の科学的・合理的根

拠の確認をはじめ、安全と品質に係る適正な表示について指導を行う。 

② 食品表示指導員を配置し、府内の食品販売店を巡回点検することにより、適正表示の啓発・指導、

表示の真正性の確認を行う。 

(2) 精米のＤＮＡ分析による品種判別調査の実施 

府内で販売されている精米の表示内容の真正性を確認するためＤＮＡ分析を行う。 

(3) 不適正表示に関する疑義情報の確認、措置対応 

不適正表示に関する疑義情報の収集に努めるとともに、食品表示の責任を有する事業者（以下、

食品関連事業者という。）を所管する国、他自治体、保健所等の関係機関に速やかに情報を回付す

る。なお、政令市・中核市内の府域事業者における品質事項の食品表示基準違反については、食の

安全推進課が直接立入検査を行い、是正措置を図る。 

(4) 表示相談と表示制度の普及啓発 
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府保健所及び食の安全推進課を食品表示法に関する一元的な窓口とし、食品関連事業者の表示相

談に応じるとともに、業界や各種団体等からの要請に応じて食品表示法に係る講習会の講師を務め、

適正表示の推進を図る。 

また、消費者を対象とした食品表示教育を実施し、食品表示制度の普及啓発を図る。 
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